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(証券コード 1969) 
平成27年５月29日 

 

株主各位 
 

東京都新宿区新宿六丁目27番30号 

 

取締役社長 大 内   厚 

 

第135回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 

 さて、当社第135回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通

知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な

がら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を

ご表示のうえ、平成27年６月25日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送いただきたくお

願い申しあげます。 

敬 具  

 

 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 お願い 〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申

しあげます。 

(お知らせ) 

 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト（http://www.tte-net.co.jp）に掲載させていただきます。 
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記 
 
 

1.日 時  平成27年６月26日（金曜日）午前10時 
    
2.場 所  東京都千代田区大手町一丁目３番２号 

経団連会館５階会議室 

（末尾の会場ご案内図をご参照ください｡） 
 

3.目的事項 

 

 報告事項 

第135期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告、連結計算書類、計算書類なら

びに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

 

 決議事項 

 第１号議案  剰余金の処分の件 

 第２号議案  定款一部変更の件 

 第３号議案  取締役12名選任の件 

 第４号議案  監査役１名選任の件 

 

以 上 
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(添付書類) 
 

第 135 期 事 業 報 告 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) 

 

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項 

 1. 事業の経過およびその成果 

   当連結会計年度におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動が見られ

たものの、その影響は全体として和らぎつつあり、企業収益が改善するなかで設備投資は緩やか

に増加するなど、国内景気は緩やかな回復基調が続きました。 

   建設業界におきましては、公共投資は高水準で推移するとともに、民間設備投資も改善が見ら

れた一方で、労務需給のひっ迫や資材価格の上昇等が見られました。 

   当社関連の空調業界におきましては、公共投資は堅調だった前連結会計年度に比べると弱含ん

だものの、民間設備投資は増勢を継続し、全体としては比較的堅調に推移しました。一方、受注

競争の激化や労務費上昇等もあいまって、工事利益の確保に努力が必要な経営環境となりました。 

   当社は、当連結会計年度から、平成35年の創立100周年に向けた長期経営構想｢GReeN PR!DE 100」

を開始いたしました。当社グループの目指す姿を、｢顧客の期待に応え、信頼・信用され続ける企

業グループ｣、｢グローバル市場で存在感を認められる環境企業｣、｢地球環境に貢献する環境ソ

リューションプロフェッショナル」としております。また、その実現に向けた変革の基礎づくり

として、平成26年４月から、新たな３か年中期経営計画「iNnovate on 2016」に基づき、｢現場力

の強化｣、｢人財育成至上主義｣、｢安定的な収益確保」を重点取組課題としてグループの総力を挙

げて取り組んでおります。 

   当連結会計年度におきましては､「現場力の強化」につきまして、計画的な現場体制構築の推進

を通じた技術員の現場力強化、モバイル端末やデータベースを活用した技術情報化の推進、およ

び原価管理の強化に取り組みました｡「人財育成至上主義」につきましては、体系的人財育成のた

めの組織「テクニカルアカデミー」を設立し教育制度の強化を図り、総合力の高い技術員の育成

に取り組みました。また、安定した施工体制の確保を目的とする、協力会社等の人財育成支援の

ための組織「高砂技塾」創設を目指して、制度内容等の検討を進めました｡「安定的な収益確保」

につきましては、戦略的な人員シフトと収益性を重視した受注活動を徹底するとともに、現場に

密着した商品・技術の高度化、施工技術・システム技術の開発、先進的技術の開発などコア技術

の深化に取り組みました。 

   新規事業戦略として、低価格かつ高機能のセンサを活用したネットワークシステムの開発を進

めるとともに、二酸化塩素ガス殺菌消毒サービスに関する除染効果や腐食状況の検証等、また、

当社の技術であるSIS（スーパーアイスシステム）に派生するシャーベットアイスを用いた水産物

高鮮度化技術「SIS-HF（スーパーアイスシステム・ハイフレッシュネス)」の開発に取り組みまし

た。平成26年４月から、株式会社丸誠（現 高砂丸誠エンジニアリングサービス株式会社）が、
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配管設備の試運転前の洗浄作業に際し、排水せず、廃棄物の大幅な削減が可能な「排水レス配管

フラッシングシステム」を用いたサービスを開始いたしました。また、平成26年10月から、食品

工場等における運搬容器の洗浄プロセスにおいて、当社独自の水処理膜の特殊洗浄技術と熱回収

を組み合わせ、膜処理された排水処理水を再利用することにより、ランニングコストの大幅な低

減が可能な「排水・排熱回収システム」を開発し、水処理膜の洗浄サービスとともに事業を開始

いたしました。 

   平成26年10月１日には、当社は株式交換により連結子会社の株式会社丸誠を完全子会社とする

とともに、同日付で同社は当社の完全子会社である高砂エンジニアリングサービス株式会社を吸

収合併し、当社グループ最大の子会社「高砂丸誠エンジニアリングサービス株式会社」として、

中核を担う保守・メンテナンスをはじめとする設備総合管理事業を開始いたしました。 

   平成26年10月には、水環境をはじめとする環境・エネルギー関連の技術力・プラントエンジニ

アリング力を有する月島機械株式会社（コード番号：6332、東京証券取引所市場第一部）と、国

内外におけるエネルギーの供給および有効利用に関する事業の拡大と新技術・新商品の共同開発

の推進等を目的として、業務・資本提携を行うことを決定いたしました。また、平成27年３月に

は、本業務提携の更なる推進・強化を目的として、追加の資本参加を行いました。 

   国際事業に関しましては、平成27年１月、国際事業部を国際事業本部に昇格させて、東日本・

西日本・エンジニアリングと並ぶ第４の事業本部に位置付け、グローバル化の強化・充実を図る

ことといたしました。その一環として、新たに中南米に進出することとし、中南米統括部を新設

するとともに、メキシコに現地法人を設立いたしました。 

   財務面におきましては、機動的な資本政策を遂行すること等を目的として、平成26年11月から

平成27年１月にかけて自己株式を1,329千株取得するとともに、平成27年３月末日に1,000千株を

消却いたしました。 

   また、東京都内に分散しているオフィスを一か所に統合し、業務の効率化、コミュニケーショ

ンの強化、生産性の向上を図るとともに、コスト最適化を実現すること、災害への対応やセキュ

リティ等オフィス機能を強化することを目的に、本社を東京都千代田区から新宿区に移転し、平

成26年７月から業務を開始いたしました。 

   さらに、ＣＲＥ（Corporate Real Estate、企業不動産）戦略および収益源の多様化の一環とし

て、大阪府吹田市におけるマンション賃貸事業は堅調に稼働するとともに、新たに、東京都千代

田区に保有する土地に建設していた学生向け賃貸施設が、平成27年３月に完成いたしました。 

   これらの結果、当連結会計年度における業績は次のとおりとなりました。 

   なお、本事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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 (1) 受注高 

 当連結会計年度の受注高は、前連結会計年度を3.3％下回る2,556億48百万円となりました。 

 一般設備は前連結会計年度を4.7％上回る1,783億52百万円、産業設備は前連結会計年度を

19.6％下回る699億98百万円となった結果、設備工事事業は前連結会計年度を3.6％下回る2,483億

50百万円となりました。設備機器の製造・販売事業は、前連結会計年度を8.7％上回る71億66百万

円となりました。また、その他は、前連結会計年度を20.0％下回る１億30百万円となりました。

その構成比は、一般設備が69.8％、産業設備が27.3％、あわせた設備工事事業は97.1％、設備機

器の製造・販売事業が2.8％、その他が0.1％であります。 

 (2) 売上高 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度を2.6％上回る2,435億82百万円となりました。 

 一般設備は前連結会計年度を1.5％下回る1,505億47百万円、産業設備は前連結会計年度を

10.9％上回る859億27百万円となった結果、設備工事事業は前連結会計年度を2.7％上回る2,364億

75百万円となりました。設備機器の製造・販売事業は、前連結会計年度を0.8％上回る69億76百万

円となりました。また、その他は、前連結会計年度を20.0％下回る１億30百万円となりました。

その構成比は、一般設備が61.8％、産業設備が35.3％、あわせた設備工事事業は97.1％、設備機

器の製造・販売事業が2.8％、その他が0.1％であります。 

 (3) 利 益 

 当連結会計年度の利益は、売上高は増加したものの、工事採算性が低下したこと等により、営

業利益は前連結会計年度を0.7％下回る77億27百万円、経常利益は前連結会計年度を5.8％下回る

85億82百万円となりました。また、当期純利益は、前連結会計年度において特別損失として計上

した独占禁止法関連損失引当金繰入額が減少したこと等により、前連結会計年度を29.5％上回る

51億96百万円となりました。 

 (4) 繰越高 

 当連結会計年度末の繰越高は、前連結会計年度末を6.3％上回る2,042億36百万円となりました｡ 
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 (5) 事業種類別の受注高・売上高・繰越高 
 

事 業 の 種 類 
前連結会計年度末
繰 越 高

当連結会計年度
受 注 高

当連結会計年度 
売 上 高 

当連結会計年度末
繰 越 高

百万円

設 備 工 事 事 業 190,255 248,350 236,475 202,131

設 備 機 器 の 製 造 
･ 販 売 事 業 

百万円

1,914 7,166 6,976 2,104

百万円

そ の 他 ― 130 130 ―

百万円

合 計 192,170 255,648 243,582 204,236
(うち国際（海外）) (30,679) (24,666) (40,959) (14,386)
(うち保守・メンテナンス) (2,627) (20,746) (20,512) (2,862)

 
(注) 記載金額は、事業の種類間の内部取引を消去しております。 

 国際事業の売上高は、前連結会計年度を36.8％上回る409億59百万円となりました。保守・メンテナ
ンス事業の売上高は、前連結会計年度を3.4％上回る205億12百万円となりました。 
 国内外別では、当社を主体とする国内が海外を補うこととなりました。 

 
 (6) 事業種類別の業績 

 各事業の状況は、次のとおりとなりました。なお、記載金額は、事業の種類間の内部売上高等

を含めております。 

 （設備工事事業） 

 売上高は前連結会計年度を2.7％上回る2,364億80百万円となり、営業利益は前連結会計年度を

2.4％上回る73億43百万円となりました。 

 （設備機器の製造・販売事業） 

 売上高は前連結会計年度を2.1％下回る84億52百万円となり、営業利益は前連結会計年度を

32.7％下回る３億97百万円となりました。 

 （その他） 

 売上高は前連結会計年度を20.3％下回る１億42百万円となり、営業損失は４百万円（前連結会

計年度は20百万円の営業利益）となりました。 
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 2. 資金調達の状況 

 当連結会計年度中は、社債または株式の発行等による資金調達は行っておりません。 

 また、当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関６社と総額30億円の貸出コミッ

トメント契約を締結しております。 

 なお、当連結会計年度末の実行残高はありません。 

 

 3. 設備投資の状況 

 当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は20億18百万円であり、その主なものは

設備工事事業における、当社が東京都千代田区に保有する土地の有効活用を目的とした学生向け

賃貸施設の新設（平成27年３月竣工)、および当社の本社移転に伴う事務所に関連する投資であり

ます。 

 

 4. 重要な組織再編等 

 本事業報告「Ⅰ. 企業集団の現況に関する事項 1. 事業の経過およびその成果｣（４頁）に記

載のとおり、当社は、平成26年10月１日、株式会社丸誠との間で当社を株式交換完全親会社とし、

株式会社丸誠を株式交換完全子会社とする株式交換（簡易株式交換)を行いました。また、当社の

子会社である株式会社丸誠および高砂エンジニアリングサービス株式会社は、同日、かかる株式

交換の効力発生を条件として、株式会社丸誠を吸収合併存続会社、高砂エンジニアリングサービ

ス株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併（簡易合併）を行いました。 
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 5. 財産および損益の状況 

 (1) 企業集団の財産および損益の状況 
 

区    分 
平成23年度 

 
第132期 

平成24年度 
 

第133期 

平成25年度 
 

第134期 

平成26年度 
第135期 

(当連結会計年度)
百万円

受 注 高 221,431 253,918 264,280 255,648

百万円

売 上 高 215,464 248,430 237,389 243,582

百万円

営 業 利 益 5,214 3,570 7,780 7,727

百万円

経 常 利 益 6,695 4,760 9,109 8,582

百万円

当 期 純 利 益 4,269 2,186 4,011 5,196

円

１株当たり当期純利益 55.23 28.74 53.24 69.28

百万円

総 資 産 197,434 207,465 217,132 226,878

百万円

純 資 産 85,771 93,932 97,416 108,362
 
(注) 1.１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式控除後）により算出し、小数点第３

位を四捨五入して表示しております｡ 
2.当社においては、請負工事に係る収益の計上基準について､「工事契約に関する会計基準｣（企業

会計基準第15号）および「工事契約に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第18
号) を適用しております。 
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 (2) 当社の財産および損益の状況 
 

区    分 
平成23年度 

 
第132期 

平成24年度 
 

第133期 

平成25年度 
 

第134期 

平成26年度 
第135期 

(当事業年度) 
百万円

受 注 高 195,744 191,912 200,897 208,658

百万円

売 上 高 195,049 196,662 185,654 180,473

百万円

営 業 利 益 4,422 1,420 5,920 6,981

百万円

経 常 利 益 5,280 2,805 7,134 7,909

百万円

当 期 純 利 益 2,400 1,658 3,186 4,892

円

１株当たり当期純利益 31.02 21.70 42.13 64.99

百万円

総 資 産 177,414 182,184 187,819 197,634

百万円

純 資 産 77,599 82,304 83,931 94,292
 
(注) 1.１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式控除後）により算出し、小数点第３

位を四捨五入して表示しております｡ 
2.請負工事に係る収益の計上基準については､「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15

号) および「工事契約に関する会計基準の適用指針｣ (企業会計基準適用指針第18号）を適用し
ております。 
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 6. 対処すべき課題 

 当社を取り巻く事業環境の今後の見通しにつきましては、欧州政府債務問題の展開や米国・新

興国等の経済の先行きなど不透明な要因はあるものの、海外経済の回復、わが国の各種政策効果

や企業収益の改善を背景に、国内景気は緩やかに回復基調を続けるものと思われます。 

 建設業界および当社関連の空調業界におきましては、公共投資、民間設備投資ともに改善傾向

で推移することが予想されるものの、労務需給のひっ迫や資材価格の上昇等、工事利益の確保に

努力が必要な経営環境が続くものと思われます。また、東京オリンピック開催後を見据え、海外

市場や環境ソリューション事業など中長期的な視点からの経営資源投入が重要課題となっており

ます。 

 このような情勢のもと、当社は、引き続き、長期経営構想の実現に向けた変革の基礎づくりと

した３か年中期経営計画を推進してまいります。 

 ｢ＣＳＲ経営の推進」といたしまして、会社法および関連法務省令の改正ならびにコーポレート

ガバナンス・コードの策定等を踏まえ、コンプライアンス・リスク管理の徹底や内部監査等の充

実を図り、内部統制態勢およびガバナンス態勢を強化してまいります。また、環境ソリューショ

ンプロフェッショナル企業として省エネルギー・省ＣＯ２活動にグループを挙げて取り組み、事業

を通じて社会に貢献してまいります｡「現場力の強化」では、計画性の高い現場運営や現場への優

先的資源配分と適正な配員を行うとともに、ＣＲＭ（カスタマー・リレーションシップ・マネジ

メント）を強化し、顧客の潜在ニーズに働きかけるセールスエンジニアリングを展開してまいり

ます。また、セールスエンジニアリングを通じて、当社が過去に手掛けた豊富な実績等により優

位性を持つリニューアル工事の顕在化を推進し、受注を拡大してまいります｡「人財育成至上主義」

では、競争力の源泉である専門性のある総合力の高い人財の育成に取り組むとともに、信頼され

る現場代理人を早期に育成してまいります。当社の品質を支える協力会社と連携して、当社の施

工技術を伝承してまいります。また、女性の活躍の場を広げるための環境の整備・改善に取り組

んでまいります｡「安定的な収益確保」では、戦略的な人員シフトと収益性を重視した受注活動の

徹底を継続してまいります。グループ経営につきましては、グループ経営推進部を新設して、管

理と支援を強化し、重複事業の集約や、再編・統合、新規事業展開といった事業の見直しに加え、

人事交流等、全体最適化を推進し、グループバリューチェーン構築に取り組むとともにグループ

シナジーの極大化を目指してまいります。また、グローバル展開につきましては、事業拡大に応

じて管理体制を整備し、国内に設置した国際事業本部と現地との緊密な連携を通じて、収益管理

およびコンプライアンス・リスク管理を強化するとともに、事業基盤の安定化に取り組んでまい

ります。新規事業につきましては、組織体制を再整備・構築し、開発等に積極的に挑戦してまい

ります。また、ＢＣＰ（事業継続計画)、ボランティア等の活動についても、積極的に取り組んで

まいります。 

 また、当社および当社元従業員は、北陸新幹線の設備工事の入札に係る独占禁止法違反（以下 

｢本件」といいます｡）に関し、平成26年３月４日に東京地方検察庁から起訴されておりましたが、

同年11月12日、東京地方裁判所において、当社に対する罰金および当社元従業員に対する懲役刑 

(執行猶予付き）の判決を受け、それぞれその刑が確定いたしました。これに伴い、当社は、平成

27年１月14日に、国土交通省より、建設業法に基づき、全国における管工事業に関する営業のう
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ち、公共工事に係るものまたは民間工事で補助金等の交付を受けているものについて営業停止処

分を受けました。株主の皆様、お取引先をはじめ関係各位に多大なご迷惑とご心配をおかけした

ことにつき、心からお詫び申しあげます。本件に関し、当社においては、平成26年３月31日付プ

レスリリース「取締役報酬の自主返上に関するお知らせ」記載のとおり、当社取締役の報酬の自

主返上を行うとともに、同年９月19日付プレスリリース「独占禁止法違反に関する再発防止策に

ついて」記載のとおり、当社から独立した有識者・専門家から構成される「社外調査委員会」か

ら受領した提言書の内容を反映した再発防止策を実施していくこと、また、経営の強い決意とし

て談合決別宣言を行うことを、取締役会において決議し公表しております。また、上記判決を受

け、営業部門を統括する代表取締役が、代表取締役としての地位を辞職しております。引き続き、

当社は、役職員一同、法令遵守のなお一層の徹底に取り組み、早期の信頼回復に最善を尽くして

まいります。 

 当社は、グループを挙げて法令遵守およびガバナンス態勢の強化に取り組むとともにグループ

戦略を実行し、事業の中長期的な成長および企業価値ひいては株主共同の利益の継続的かつ持続

的な向上に努めてまいります。 

 株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申しあげます。 
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 7. 主要な事業内容（平成27年３月31日現在） 

 (1) 設備工事事業 

 当社は、建設業法に基づき国土交通大臣の許可を受け、管工事業、機械器具設置工事業、消防

施設工事業、電気工事業、電気通信工事業、建築工事業等を行っております。また、高砂丸誠エ

ンジニアリングサービス株式会社（同社の子会社を含みます｡）は、機械設備・電気設備・通信設

備・防災設備・昇降機設備・その他建築付帯設備・クリーンルーム設備・給排水設備等の設備全

体の保守メンテナンス、ならびに設備の設計・施工および付帯工事・コンサルタント業務等の設

備総合管理を行っております。一方、海外においては、高砂建築工程 (北京）有限公司は、空調

設備の技術を核として建築および建築設備工事の請負を、タカサゴシンガポール Pte. Ltd.は、

クリーンルーム・ユーティリティ・空調・電気・衛生・消火設備工事のコンストラクションマネ

ジメント・設計・施工を、高砂熱学工業（香港）有限公司は、空調・衛生・電気設備工事の設

計・施工を、タカサゴベトナムCo., Ltd.は、空調・換気・給排水・衛生工事の設計・施工ならび

に機器・材料の仲介を、タイタカサゴCo., Ltd.およびT.T.E.エンジニアリング（マレーシア）

Sdn. Bhd.は、空調・衛生・電気設備工事の設計・施工を行っております。 

 (2) 設備機器の製造・販売事業 

 日本ピーマック株式会社および日本フローダ株式会社は、空調機器等の設計・製造・販売の事

業を行っております。 

 (3) その他 

 日本開発興産株式会社は、不動産の売買・賃貸、保険代理店等の事業を行っております。 
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 8. 主要な営業所および工場（平成27年３月31日現在） 

 (1) 設備工事事業 
 

会 社 名 主 要 な 営 業 所 および 工 場 

当 社 

本 社（東京都）     
東 日 本
事 業 本 部

（ 〃 ） 
西 日 本
事 業 本 部

（大阪府） エンジニアリング
事 業 本 部（東京都)

東 京 本 店（ 〃 ） 大 阪 支 店（ 〃 ） 環境ソリュー
ション事業部（ 〃 )

横 浜 支 店（神奈川県) 名古屋支店（愛知県） 

関信越支店（埼玉県） 九 州 支 店（福岡県） 国際事業本部（ 〃 )

東 北 支 店（宮城県） 広 島 支 店（広島県）   

札 幌 支 店（北海道）     

高砂丸誠エンジニア 
リングサービス㈱ 

本 社（東京都） 西新宿オフィス（東京都） 東 京 事 業 部（東京都)

ＳＳ事業部（ 〃 ） ＦＳ事業部（ 〃 ） 東日本事業部（埼玉県)

千葉事業部（千葉県) 京浜事業部（神奈川県) 西日本事業部（大阪府)

大 阪 支 店（大阪府） 名古屋支店（愛知県）   

高 砂 建 築 工 程 
( 北 京 ) 有 限 公 司 

本 社（中国北京市) 広 州 支 店（中国広東省広州市)

上 海 支 店（中国上海市) 東 莞 支 店（中国広東省東莞市)

蘇 州 支 店（中国江蘇省蘇州市) 天 津 支 店（中国天津市) 
 

タ カ サ ゴ シ ン ガ 
ポール Pte. Ltd. 

本 社（シンガポール)    

高 砂 熱 学 工 業 
( 香 港 ) 有 限 公 司 

本 社（香港） マカオ支店（マカオ）   

タカサゴベトナム 
C o . ,  L t d . 

本 社（ハノイ） ホーチミン支店（ホーチミン） 

タ イ タ カ サ ゴ 
C o . ,  L t d . 

本 社（バンコク)    

T.T.E.エンジニア 
リング(マレーシア) 
S d n .  B h d . 

本 社（クアラルンプール) クチン支店（クチン）  

ペナン支店（ペナン）  クリム支店（クリム）  

ジョホールバル支店（ジョホールバル）   
 
 (2) 設備機器の製造・販売事業 
 

日本ピーマック㈱ 
本 社（神奈川県) 東 京 本 店（東京都） 名古屋支店（愛知県)

工 場（   〃   ) 大 阪 支 店（大阪府）   

日 本 フ ロ ー ダ ㈱ 本 社（東京都） 東 京 支 店（東京都） 大 阪 支 店（大阪府)
 
 (3) その他 
 

日 本 開 発 興 産 ㈱ 本 社（東京都） 大 阪 支 店（大阪府）   
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 9. 従業員の状況（平成27年３月31日現在） 

 (1) 企業集団の従業員の状況 
 

事 業 の 種 類 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 
名

設 備 工 事 事 業 4,166 47名増 

設 備 機 器 の 製 造 ・ 販 売 事 業 292 15名増 

そ の 他 13 ４名増 

合  計 4,471 66名増 
 

 (2) 当社の従業員の状況 
 

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 
名 歳 年

1,858  ８名増 42.2  18.1
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 10. 重要な子会社の状況 
 

会   社   名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容 

高 砂 丸 誠 エ ン ジ ニ ア 
リ ン グ サ ー ビ ス ㈱ 

419百万円 100.0
％ 設 備 の 保 守 メ ン テ ナ ン ス 、

設 備 総 合 管 理

高 砂 建 築 工 程 （ 北 京 ) 
有 限 公 司 

46,690千人民元 100.0 建築および建築設備工事の請負

タ カ サ ゴ シ ン ガ ポ ー ル 
Pte. Ltd. 

5,578千シンガポール
ドル

100.0

クリーンルーム･ユーティリティ･
空調・電気・衛生・消火設備
工 事 の コ ン ス ト ラ ク シ ョ ン
マ ネ ジ メ ン ト ・ 設 計 ・ 施 工

高 砂 熱 学 工 業 （ 香 港 ) 
有 限 公 司 

5,000千香港ドル 100.0
空 調 ・ 衛 生 ・ 電 気 設 備
工 事 の 設 計 ・ 施 工

タカサゴベトナムCo., Ltd. 
138,078百万ベトナム

ドン
100.0

空 調 ・ 換 気 ・ 給 排 水 ・ 衛 生
工 事 の 設 計 ・ 施 工 な ら び に
機 器 ・ 材 料 の 仲 介

タイタカサゴCo., Lt d . 20,000千タイバーツ 49.0
空 調 ・ 衛 生 ・ 電 気 設 備
工 事 の 設 計 ・ 施 工

T.T.E.エンジニアリング  
(マレーシア）Sdn. Bhd. 

1,000千マレーシア
リンギット

30.0
空 調 ・ 衛 生 ・ 電 気 設 備
工 事 の 設 計 ・ 施 工

日 本 ピ ー マ ッ ク ㈱ 390百万円 100.0 空調機器等の設計･製造・販売

日 本 フ ロ ー ダ ㈱ 200百万円 100.0 空調機器等の設計･製造・販売

日 本 開 発 興 産 ㈱ 50百万円 100.0
不 動 産 の 売 買 ･ 賃 貸 、
保 険 代 理 店 等

 
(注) 1.連結子会社は、上記に高砂丸誠エンジニアリングサービス㈱の完全子会社２社（㈱丸誠環境シス

テムズ、㈱エム・エス・エス）およびTTEマレーシアホールディングスSdn. Bhd.を加えた13社で
あります。 

2.タイタカサゴCo., Ltd.およびT.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn. Bhd.は、当社の出資
比率が100分の50以下となっておりますが、実質的に支配しているため子会社としております。
なお、T.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn. Bhd.については、当社は、その株主（出資
比率100分の70）であるTTEマレーシアホールディングスSdn. Bhd.の株主に対して貸付けを行っ
ていること等から、T.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn. Bhd.を実質的に支配している
と判断しております。 

3.平成26年10月１日に、当社は株式交換により連結子会社の㈱丸誠を完全子会社とするとともに、
同日付で同社は当社の完全子会社である高砂エンジニアリングサービス㈱を吸収合併し、商号を
高砂丸誠エンジニアリングサービス㈱に変更いたしました。 

4.当社の出資比率は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。 
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 11. 主要な借入先および借入額（平成27年３月31日現在） 
 

借     入     先 借  入  額 
百万円 

㈱ 三 菱 東 京 U F J 銀 行 2,513 

㈱ み ず ほ 銀 行 2,249 

㈱ 三 井 住 友 銀 行 1,500 
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Ⅱ．株式に関する事項（平成27年３月31日現在） 

 1. 発行可能株式総数 200,000,000株 

 2. 発行済株式の総数 75,060,569株 (自己株式 7,705,199株を除く) 

 3. 株主数 6,054名 (前事業年度末比 85名増) 

 4. 上位10名の株主 
 

株     主     名 持 株 数 持 株 比 率 
千株 ％

日 本 生 命 保 険 相 4,560 6.07 

第 一 生 命 保 険 ㈱ 4,231 5.63 

高 砂 熱 学 従 業 員 持 株 会 3,795 5.05 

㈱ 三 菱 東 京 U F J 銀 行 2,346 3.12 

㈱ み ず ほ 銀 行 2,177 2.90 

高 砂 共 栄 会 2,176 2.89 

日 本 ト ラ ス テ ィ ･ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 ㈱ (信託口) 1,787 2.38 

ＣＢＮＹ－ＧОＶＥＲＮМＥＮＴ ОＦ ＮОＲＷＡＹ 1,723 2.29 

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 ㈱ (信託口) 1,494 1.99 

㈱ 京 王 閣 1,016 1.35 
 

(注) 1.持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 
2.持株比率は、自己株式（7,705千株）を控除して計算しております。 
3.持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 
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Ⅲ．新株予約権等に関する事項 

 1. 当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容の

概要 
 

名 称 
新 株 
予約権 
の 数 

保有人数 

新株予約権の
目 的 で ある
株 式 の 種類
お よ び 数

新株予約権の 
払 込 金 額 

新株予約権の 
行使に際して 
出資される 
財産の価額 

新株予約権
の行使期間

第１回 
株式報酬型 
新株予約権 

294個 
当社取締役 
(社外取締役を
除く）８名 

当社普通株式 
29,400株

新株予約権 
１個当たり  48,800円

(１株当たり     488円)
（注）1.

新株予約権 
１個当たり  100円 
(１株当たり   １円) 

平成23年 
８月12日～
平成53年 
８月11日 

第２回 
株式報酬型 
新株予約権 

330個 
当社取締役 
(社外取締役を
除く）８名 

当社普通株式 
33,000株

新株予約権 
１個当たり  47,900円

(１株当たり     479円)
（注）1.

新株予約権 
１個当たり  100円 
(１株当たり   １円) 

平成24年 
８月11日～
平成54年 
８月10日 

第３回 
株式報酬型 
新株予約権 

226個 
当社取締役 
(社外取締役を
除く）８名 

当社普通株式 
22,600株

新株予約権 
１個当たり  71,900円

(１株当たり     719円)
（注）1.

新株予約権 
１個当たり  100円 
(１株当たり   １円) 

平成25年 
８月16日～
平成55年 
８月15日 

第４回 
株式報酬型 
新株予約権 

162個 
当社取締役 
(社外取締役を
除く）８名 

当社普通株式 
16,200株

新株予約権 
１個当たり 118,200円

(１株当たり   1,182円)
（注）1.

新株予約権 
１個当たり  100円 
(１株当たり   １円) 

平成26年 
８月９日～
平成56年 
８月８日 

 
(注) 1.新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」といいます｡）は、会社法第246条第２項

の規定に基づき、金銭の払込みに代えて当社に対して有する報酬債権をもって相殺するものとし
ます。 

2.譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。 

3.新株予約権の主な行使条件 
(1)新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいずれ

の地位をも喪失した日（以下「地位喪失日」といいます｡）の翌日以降、新株予約権を行使す
ることができます。ただし、この場合、新株予約権者は、地位喪失日の翌日から10日以内 
(10日目の日が営業日でない場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができま
す。 

(2)上記(1)ただし書にかかわらず、新株予約権者が新株予約権の行使期間内に死亡したことによ
り当社の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪失した場合は、相続開始後６月以内に
限り、その相続人が、当社所定の手続に従い、当該新株予約権者が付与された権利の範囲内
で新株予約権を行使できるものとします。ただし、相続人死亡による再相続は認めません。 

(3)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができま
せん。 

4.上記の第１回株式報酬型新株予約権には、使用人として株式報酬型新株予約権の交付を受けた後
に当社取締役に就任した者３名が保有する新株予約権72個を含んでおります。 

5.上記の第２回株式報酬型新株予約権には、使用人として株式報酬型新株予約権の交付を受けた後
に当社取締役に就任した者１名が保有する新株予約権26個を含んでおります。 
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 2. 当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容の

概要 
 

名 称 
発行決議 
の  日 

新 株 
予約権 
の 数 

交付された
者 の 人 数

新株予約権の
目 的 であ る
株 式 の種 類
お よ び 数

新株予約権の 
払 込 金 額 

新株予約権の 
行使に際して 
出 資 さ れ る 
財 産 の 価 額 

新株予約権
の行使期間

第４回 
株式報酬型 
新株予約権 

平成26年
７月18日 

276個 

当社執行役員
(当社取締役を
兼任している
者および関係
会社からの執
行 役 員 を 除
く）23名 

当社普通株式
27,600株

新株予約権 
１個当たり 118,200円

(１株当たり  1,182円)
（注）1.

新株予約権 
１個当たり 100円

(１株当たり  １円)

平成26年 
８月９日～
平成56年 
８月８日 

 
(注) 1.新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」といいます｡）は、会社法第246条第２項

の規定に基づき、金銭の払込みに代えて当社に対して有する報酬債権をもって相殺するものとし
ます。 

2.譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。 

3.新株予約権の主な行使条件 
(1)新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいずれ

の地位をも喪失した日（以下「地位喪失日」といいます｡）の翌日以降、新株予約権を行使す
ることができます。ただし、この場合、新株予約権者は、地位喪失日の翌日から10日以内 
(10日目の日が営業日でない場合には翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができま
す。 

(2)上記(1)ただし書にかかわらず、新株予約権者が新株予約権の行使期間内に死亡したことによ
り当社の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪失した場合は、相続開始後６月以内に
限り、その相続人が、当社所定の手続に従い、当該新株予約権者が付与された権利の範囲内
で新株予約権を行使できるものとします。ただし、相続人死亡による再相続は認めません。 

(3)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができま
せん。 
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Ⅳ．会社役員に関する事項 

 1. 取締役および監査役の氏名等 
 
 氏   名 地  位  お よ び  担  当 重要な兼職の状況 

 大 内  厚 
代表取締役社長社長執行役員 
エンジニアリング事業本部担当 

― 

 島  泰 光 
代表取締役副社長副社長執行役員経営管理本部長
兼国内関係会社担当 

― 

 川 田 信 雄 取締役副社長副社長執行役員西日本事業本部長 ― 

 谷 口 笑 雄 
取締役専務執行役員東日本事業本部長兼東日本事
業本部東京本店長 

― 

 渡 部 純 三 取締役専務執行役員国際事業本部長兼海外現法関係担当 ― 

 神 杉 惠 助 取締役常務執行役員技術本部長兼品質・環境・安全担当 ― 

 松 浦 卓 也 取締役常務執行役員営業本部長 ― 

 高 原 長 一 取締役常務執行役員東日本事業本部東京本店副本店長 ― 

 松 永 和 夫 取締役 

住友商事株式会社社外取締役 
ソニー株式会社社外取締役 
橋本総業株式会社社外取締役 
損害保険ジャパン日本興亜株式
会社顧問 
一般財団法人中東協力センター
理事長 
一橋大学大学院国際企業戦略
研究科特任教授 
名古屋大学客員教授 

※ 薮  中  三十二 取締役 

川崎汽船株式会社社外取締役 
三菱電機株式会社社外取締役 
株式会社小松製作所社外取締役
外務省顧問 
株式会社野村総合研究所顧問 
立命館大学特別招聘教授 
大阪大学特任教授 

 西 部 邦 夫 常勤監査役 ― 

 大和田 克 美 常勤監査役 ― 

※ 伊 藤 鉄 男 監査役 

常和ホールディングス株式会社
社外監査役 
株式会社フュージョンパート
ナー社外監査役 
西村あさひ法律事務所オブカ
ウンセル 
山梨学院大学大学院法務研究科
特任教授 

※ 瀬 山 雅 博 監査役 グリー株式会社常勤社外監査役

※ 藤  原  万喜夫 監査役 ― 
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(注) 1.取締役の松永和夫氏および薮中三十二氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 
2.監査役の伊藤鉄男氏、瀬山雅博氏および藤原万喜夫氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査

役であります。 
3.取締役の松永和夫氏および薮中三十二氏、監査役の伊藤鉄男氏、瀬山雅博氏および藤原万喜夫氏

は、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員に指定され、同取引所に対
する届出がなされております。 

4.取締役の松永和夫氏は、平成24年７月から当社社外取締役に選任される平成25年６月の当社定時
株主総会までの期間、当社の社外取締役に就任することを前提として非常勤顧問を務めておりま
したが、当該業務の内容は独立した社外者としての立場から助言を行うものであること、および、
同人に対する顧問報酬は多額でなかった（1,000万円未満）こと等に照らして、株主・投資者の
判断に影響を及ぼすおそれはないと判断されることから、取引の概要の記載を省略しております。 

5.取締役の薮中三十二氏は、平成24年４月から当社社外取締役に選任される平成26年６月の当社定
時株主総会までの期間、当社の社外取締役に就任することを前提として非常勤顧問を務めており
ましたが、当該業務の内容は独立した社外者としての立場から助言を行うものであること、およ
び、同人に対する顧問報酬は多額でなかった（1,000万円未満）こと等に照らして、株主・投資
者の判断に影響を及ぼすおそれはないと判断されることから、取引の概要の記載を省略しており
ます。 

6.監査役の伊藤鉄男氏は、平成27年３月31日をもって、㈱フュージョンパートナーの社外監査役を
辞任いたしました。 

7.監査役の瀬山雅博氏は松下電器産業㈱（現 パナソニック㈱）の出身であるところ、当社は、同
社との間に工事の受注および機器の仕入等、通常の営業取引関係を有しておりますが、当該取引
については、当社の売上高に占める割合は0.95％（小数点第３位以下を切り捨て）と小さいこと
に照らして、株主・投資者の判断に影響を及ぼすおそれはないと判断されることから、取引の概
要の記載を省略しております。 

8.監査役の藤原万喜夫氏は東京電力㈱の出身であるところ、当社は、同社との間に工事の受注およ
び電力の使用等、通常の営業取引関係を有しておりますが、当該取引については、当社の売上高
に占める割合は0.13％（小数点第３位以下を切り捨て）と小さいことに照らして、株主・投資者
の判断に影響を及ぼすおそれはないと判断されることから、取引の概要の記載を省略しておりま
す。 

9.当事業年度中の新任取締役および新任監査役 
※印は平成26年６月27日開催の第134回定時株主総会において新たに選任され、同日就任いたし
ました取締役および監査役であります。 
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10.当事業年度中の取締役の地位および担当の異動 
 

氏   名 変 更 前 変 更 後 異 動 日 

川 田 信 雄 

代表取締役副社長 
副社長執行役員 
営業統括 
兼西日本事業本部長 

取締役副社長 
副社長執行役員 
西日本事業本部長 
 

平成26年11月12日 
（辞職） 

大 内  厚 

代表取締役社長 
社長執行役員 
 
 

代表取締役社長 
社長執行役員 
エンジニアリング事業本
部担当 

平成27年１月１日 

渡 部 純 三 

取締役専務執行役員 
エンジニアリング事業本
部長 
兼海外現法関係担当 

取締役専務執行役員 
国際事業本部長 
兼海外現法関係担当 

平成27年１月１日 

島  泰 光 

取締役副社長 
副社長執行役員 
経営管理本部長 
兼国内関係会社担当 

代表取締役副社長 
副社長執行役員 
経営管理本部長 
兼国内関係会社担当 

平成27年２月10日 

 
11.当事業年度中の退任取締役および退任監査役 

取締役の河原 肇氏および監査役の藤巻克平氏は、平成26年６月27日開催の第134回定時株主総
会終結の時をもって、任期満了により退任いたしました。また、監査役の西村眞二氏は、平成26
年６月27日開催の第134回定時株主総会終結の時をもって、辞任いたしました。 
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 2. 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額 
 

区  分 支給人数 
報酬等の 

総額 

報酬等の種類別の総額 

摘   要 
基本報酬 賞与 

株式報酬型 
ストック 
オプション 

取 締 役 
(社外取締役を除く) 

名 百万円 百万円 百万円 百万円 第130回定時株主
総会決議による取
締役の報酬限度額
550百万円（１事
業年度） 

9 355 278 58 19 

社 外 取 締 役 2 18 18 ― ― 

監 査 役 
(社外監査役を除く) 

2 44 44 ― ― 
第134回定時株主
総会決議による監
査役の報酬限度額
85百万円（１事業
年度） 

社 外 監 査 役 5 37 37 ― ― 

合  計 18 456 378 58 19  
 
(注) 1.上記の取締役および監査役の支給人数には、平成26年６月27日開催の第134回定時株主総会終結の

時をもって退任した取締役１名ならびに監査役２名を含んでおります。 
2. 上記の株式報酬型ストックオプションの額は、当事業年度において株式報酬費用として計上した

額であります。 
 

 3. 各会社役員の報酬等の額またはその算定方法に係る決定に関する事項 

   取締役および監査役の報酬については、株主総会の決議により取締役全員および監査役全員の

それぞれの報酬等の総額の最高限度額を決定しております。 

   当社は、任意の諮問機関として、取締役社長、取締役副社長をもって構成する指名報酬委員会

を設置しており、当該委員会における審議を経て、取締役会の決議により取締役の報酬等を決定

いたします。なお、平成27年２月10日開催の取締役会において、同年４月１日以降、客観性・透

明性を高めるために社外取締役を委員会委員に加えることを決議いたしました。 

   当社の取締役の報酬等は、基本報酬、賞与および株式報酬型ストックオプションにより構成さ

れております。基本報酬の額は各取締役の役位に応じて決定され、賞与の個人別支給額は各取締

役の業績や職務、貢献度等を総合的に勘案し決定いたします。また、株式報酬型ストックオプショ

ンは、取締役の報酬と当社業績および株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績向上

と企業価値向上への貢献意欲等を一層高めることを目的に、各取締役の役位に応じて決定いたし

ます。社外取締役に対する賞与および株式報酬型ストックオプションはございません。なお、平

成27年２月10日開催の取締役会において、同年４月１日以降、取締役の報酬等については、当社

の事業を中長期的に成長させ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に向

上していくことを目的として、コーポレート・ガバナンスを巡る動向や他社の報酬水準等を考慮

の上、健全なインセンティブ（動機付け）の一つとして機能する報酬制度とする方針を決議する

とともに、基本報酬、短期（年次）インセンティブとしての賞与および中長期インセンティブと

しての株式報酬型ストックオプションについて、当該方針を考慮した構成割合に変更いたしまし
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た。社外取締役を除く取締役の基本報酬額は、内規に基づく当社株式の取得を考慮しており、社

外取締役を除く取締役は、基本報酬から役員持株会に拠出することを通じて当社株式の取得に努

めることとしております。賞与は、単年度業績目標達成等への士気向上を目的とし、また、株式

報酬型ストックオプションは、中長期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲等を一層高める

ことを目的としております。 

   監査役に対する報酬等については、基本報酬のみとし、各監査役の基本報酬の額は、各監査役

の職務の内容・量・難易度や責任の程度等を総合的に勘案し、監査役の協議により決定いたしま

す。その職務等に鑑み、監査役に対する賞与およびストックオプション等の株式関連報酬はござ

いません。 
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 4. 社外役員に関する事項 

 (1) 他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項 

   該当事項はありません。 

 (2) 他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項 

 取締役の松永和夫氏は、住友商事株式会社、ソニー株式会社および橋本総業株式会社の社外取

締役であります。当社と兼職先との間に特別の関係はありません。 

 取締役の薮中三十二氏は、川崎汽船株式会社、三菱電機株式会社および株式会社小松製作所の

社外取締役であります。当社と兼職先との間に特別の関係はありません。 

 監査役の伊藤鉄男氏は、常和ホールディングス株式会社の社外監査役であります。同氏は、株

式会社フュージョンパートナーの社外監査役を兼任しておりましたが、平成27年３月31日をもっ

て、同社の社外監査役を辞任しております。当社と兼職先との間に特別の関係はありません。 

 監査役の瀬山雅博氏は、グリー株式会社の常勤社外監査役であります。当社と兼職先との間に

特別の関係はありません。 

 (3) 会社または会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係（会社が知っているもののうち、

重要なものに限る｡） 

   該当事項はありません。 

 (4) 当事業年度における主な活動状況 
 

区   分 氏   名 主 な 活 動 状 況 

取 締 役 松 永 和 夫 

当事業年度開催の取締役会12回中12回に出席し（出席率
100％)、主に行政分野における豊富な経験と識見を活かして
独立した立場から、当社の経営上、有用な指摘、意見を述べ
ております。 

取 締 役 薮 中 三十二 

平成26年６月27日の就任以来、当事業年度開催の取締役会10
回中９回に出席し（出席率90％)、主に行政分野における豊富
な経験と識見を活かして独立した立場から、当社の経営上、
有用な指摘、意見を述べております。 

監 査 役 伊 藤 鉄 男 

平成26年６月27日の就任以来、当事業年度開催の取締役会10
回中10回に出席（出席率100％)、監査役会10回中10回に出席
し（出席率100％)、主に弁護士としての専門的見地から、当
社の経営上、有用な指摘、意見を述べております。 

監 査 役 瀬 山 雅 博 

平成26年６月27日の就任以来、当事業年度開催の取締役会10
回中10回に出席（出席率100％)、監査役会10回中10回に出席
し（出席率100％)、松下電器産業株式会社（現 パナソニック
株式会社）の海外関係会社社長および監査役における豊富な
経験と識見を活かして独立した立場から、当社の経営上、有
用な指摘、意見を述べております。 

監 査 役 藤 原 万喜夫 

平成26年６月27日の就任以来、当事業年度開催の取締役会10
回中10回に出席（出席率100％)、監査役会10回中９回に出席
し（出席率90％)、東京電力株式会社の取締役および監査役等
における豊富な経験と識見を活かして独立した立場から、当
社の経営上、有用な指摘、意見を述べております。 
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(注) 1. 出席率は、小数点第１位以下を切り捨てて表示しております。 

2.社外取締役であった松永和夫氏は、本事業報告「I. 企業集団の現況に関する事項 6. 対処すべ
き課題｣（10頁から11頁）に記載の独占禁止法違反事件について、平成25年９月の公正取引委員
会の立入検査前にはこれを認識しておりませんでしたが、日頃より法令遵守の観点から指摘、意
見を述べており、また、当該事案判明後には、当該事件に関する事実の確認および徹底した原因
の究明ならびに再発防止についての提言等を行っております。 

3.社外取締役であった薮中三十二氏ならびに社外監査役であった伊藤鉄男氏、瀬山雅博氏およ
び藤原万喜夫氏は、本事業報告「I. 企業集団の現況に関する事項 6. 対処すべき課題」 
(10頁から11頁）に記載の独占禁止法違反事件について、就任前に発生したものであります
ところ、就任後は法令遵守の観点から指摘、意見を述べるとともに、当該事件に関する事実
の確認および徹底した原因の究明ならびに再発防止についての提言等を行っております。 

 (5) 責任限定契約に関する事項 

 当社は、平成18年６月29日開催の第126回定時株主総会で定款を変更し、社外取締役および社外

監査役との責任限定契約に関する規定を設けており、また、現在の社外取締役２名および社外監

査役３名との間で責任限定契約を締結しております。 

 当該規定に基づき当社が各社外取締役および各社外監査役と締結した責任限定契約の内容の概

要は次のとおりであります。 

 社外取締役および社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職

務を行うことにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項各号に定める

金額の合計額を限度として損害賠償責任を負担するものとする。 

 なお、平成27年６月26日開催予定の第135回定時株主総会に提出予定の第２号議案（定款一部変

更の件）の承認可決を条件として、業務執行を行わない取締役および社外監査役でない監査役に

ついても、必要に応じて、その期待される役割を十分に発揮できるようにするため、現行定款第

25条（社外取締役の責任免除）および第30条（社外監査役の責任免除）の規定の一部を変更する

ことを予定しております。なお、議案の詳細については、参考書類の記載（本招集ご通知61頁）

をご参照ください。 
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Ⅴ．会計監査人に関する事項 
 1. 会計監査人の名称 
   有限責任 あずさ監査法人 
 
 2. 責任限定契約に関する事項 
   当社は、平成18年６月29日開催の第126回定時株主総会で定款を変更し、会計監査人との責任限

定契約に関する規定を設けておりますが、現時点では会計監査人と責任限定契約を締結しており
ません。 

 
 3. 当事業年度に係る報酬等の額 
 

区      分 報 酬 等 の 額 

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 81百万円

当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 93百万円
 
(注) 当社および高砂丸誠エンジニアリングサービス㈱は、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等

の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区
分できないため、上記の報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。 

 
 4. 非監査業務の内容 
   当社の重要な連結子会社のうち、高砂丸誠エンジニアリングサービス株式会社、日本ピーマッ

ク株式会社および日本フローダ株式会社は、当社の会計監査人に対して財務調査に関する合意さ
れた手続業務等を委託し対価を支払っております。 

 
 5. 重要な連結子会社の計算関係書類の監査に関する事項 
   当社の重要な連結子会社のうち、高砂建築工程（北京）有限公司、タカサゴシンガポールPte. 

Ltd.、高砂熱学工業（香港）有限公司、タカサゴベトナムCo., Ltd.、タイタカサゴCo., Ltd.お
よびT.T.E.エンジニアリング（マレーシア）Sdn. Bhd.は、当社の会計監査人以外の監査法人の監
査を受けております。 

 
 6. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 
   当社は、会社法第340条第１項各号記載の事由のいずれかに該当するなど、その職務遂行に関す

る公正性を確保することができないものと合理的に疑うべき事情が存するときには、監査役会が
会計監査人の解任または不再任の検討を行い、必要に応じて、会計監査人の解任または不再任に
ついての決定を行います。 

   監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断した場合
は、取締役会に、会計監査人の解任または不再任に関する議案について決定したうえで株主総会
の会議の目的とすることを請求いたします。 

   また、監査役会は、会社法第340条第１項各号記載の事由のいずれかに該当するなど、その職務
遂行に関する公正性を確保することができないものと合理的に疑うべき事情が存するときには、
監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査
役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報
告いたします。 
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Ⅵ．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要 

   当社は、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、

平成27年４月17日開催の取締役会において決議しております。その概要は、以下のとおりであり

ます。なお、従前の「業務の適正を確保するための体制」からの主な変更点は、平成26年会社法

改正も踏まえ、①グループ内部統制に関する体制、および②監査役の監査環境整備に関する体制

をより充実させたこと等であります。 

 

 1. 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため、企業倫理

担当役員の任命、企業倫理委員会や相談窓口の設置、コンプライアンス推進の専任部署であるコ

ンプライアンス室の設置、内部通報制度の充実、コンプライアンス上重要なテーマを定めたコン

プライアンス・プログラムの設定など、コンプライアンス体制を整備いたします。 

(2) グループ役職員の基本的な行動基準を示したグループ行動指針を制定し、継続的な指導・教

育・研修を通じてコンプライアンスの徹底を図ります。 

(3) 社外取締役の選任により取締役会における審議の活性化と更なる経営監督機能の強化を図りま

す。 

 

 2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

   取締役の職務の執行に係る情報の記録・保存、情報漏洩や不正使用の防止および情報の有効活

用のため文書管理に関する規程や情報セキュリティ基本方針を定めるなど、会社情報の適正な管

理体制を整備いたします。 

 

 3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) リスク管理規程を定め、全社的なリスクマネジメントを推進するリスク管理委員会を設置する

など、リスク発生の未然防止を図る体制を整備いたします。 

(2) 危機管理規程を定め、リスクが顕在化した場合に迅速かつ適切な対応を行う危機管理会議を開

催するなど、不測の事態に的確に対応できる体制を整備いたします。 

(3) 大規模災害に対応した事業継続計画を定め、定期的な訓練を通じて計画を見直し実効性を高め

るなど、緊急事態の発生に対する事業継続力の向上を図ります。 

(4) 品質・安全・環境・コンプライアンス・情報・損益等の機能別リスクについては、対応する部

門を定め、適切なリスク管理体制を整備いたします。 

 

 4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 取締役会の傘下に社長を議長とする経営会議の設置、および執行役員制度の導入により経営の

意思決定・監督機能と業務執行機能を明確にし、迅速かつ効率的な経営を推進いたします。 

(2) 意思決定の迅速化や業務執行などの経営の効率化を図るため、業務分掌規程、職務権限規程、

決裁基準などの規程を整備いたします。 
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 5. 当社およびその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1) 子会社における経営に関しては、その自主性を尊重しつつ、重要事項についての協議および報

告ルールを関係会社管理規程に定めるなど経営管理体制を整備いたします。すなわち、子会社に

おける一定の重要な事項については、当社と事前協議を行い、当社の承認を得ることとしており

ます。また、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について、当社へ報告を求めてお

ります。さらに、定期的に、当社経営陣および子会社社長が出席する会議を開催し、業務の適正

を確保してまいります。なお、リスクが顕在化した場合には、子会社に対し、当社窓口部門への

速やかな報告を求めております。 

(2) 当社と基本的な考え方を共有するため、グループ全体に適用される規程の制定や子会社各社の

社内規程を整備することにより、企業集団としてのリスク管理体制、危機管理体制および内部通

報制度を含めたコンプライアンス体制を構築いたします。 

(3) 内部監査室による監査を実施するとともに、必要に応じて当社より取締役および監査役を派遣

すること等を通じて子会社の適正な業務執行を監視いたします。 

(4) 財務報告の適正性と信頼性を確保するために必要な内部統制体制を整備いたします。 

 

 6. 監査役を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、お
よび当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

   監査役の職務を補助するため監査役室を設置し、監査役の求めに応じて監査役の職務を補助す

る使用人を選任し、監査役室に配置いたします。また、当該使用人の人事に関する事項は、監査

役と協議して決定し、当該使用人の独立性および当該使用人に対する指示の実効性を確保いたし

ます。 

 

 7. 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

   取締役および使用人から監査役への報告事項については、監査役監査環境整備規程を制定し、

法定事項のほか、当社や当社子会社について、著しい損害を及ぼす事象、社内不祥事や法令違反

等の重大な不正行為、内部監査の結果や内部通報の状況などについて報告する体制を整備いたし

ます。 

 

 8. 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制 

   前項の監査役への報告をした者が当該報告を理由として不利な取扱いを受けないよう体制を整

備いたします。 

 

 9. 監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

   監査役がその職務の執行について、所定の費用または債務の履行を請求するときは、当該請求

に係る費用または債務が当該監査役の職務に必要でないと認められる場合を除き、これを支払い

ます。また、監査の実効性を担保するため、監査の諸費用について予算を確保いたします。 
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 10. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1) 代表取締役社長は、監査役と定期的会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整

備の状況および監査上の重要課題について意見交換を行い、相互の意思疎通を図ります。 

(2) 監査役と内部監査室および会計監査人が、定期的に監査の状況について協議し、情報の共有と

連携を図り、効果的かつ効率的な監査を行います。 

 

 11. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況 

   反社会的勢力・団体との関係を遮断するため、グループ行動指針に反社会的勢力・団体に対し

ては断固とした態度で対応し一切の関係を持たない旨を定め、教育・研修を通じた周知徹底や外

部専門機関との連携を図るなど、実践的対応が可能な社内体制を整備いたします。 
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Ⅶ．株式会社の支配に関する基本方針 

 1. 基本方針の内容の概要 

   当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、

当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能と

する者である必要があると考えています。 

   当社は、創業以来､「最高の品質創り、特色ある技術開発、人材育成」という経営理念に基づき、

一般空調、工場空調、地域冷暖房施設、原子力関連の空調設備、除湿設備など ｢熱と空気に関す

るエンジニアリング」を中心とした建築設備工事業を営んでおり、これらについて、独自の技術

によって安全かつ高品質なサービスを提供し続けることにより、企業価値・株主共同の利益の確

保・向上に努めてまいりました。 

   そして、当社の企業価値の源泉は、①高い技術力・開発力を持つ個々の社員と個々の社員の能

力に基づく最先端かつ独創的な技術力・開発力、②空調・熱源設備の施工業者として蓄積してき

たノウハウや実績、③長年にわたり培ってきた事業会社などの顧客や高い施工能力を有する協力

会社との信頼関係、および④顧客重視・現場重視の企業文化および健全な財務体質を継続的に維

持することによる優良な顧客の開拓・維持などにあります。 

   当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、

これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案につ

いての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。しかし

ながら、株式の大量買付の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少な

くありません。そして、当社株式の大量買付を行う者が上記の当社の企業価値の源泉を理解し、

中長期的に確保し、向上させられる者でない場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

は毀損されることになります。 

   当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の

財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。 
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 2. 基本方針実現のための取組みの具体的な内容の概要 
  基本方針の実現に資する特別な取組みの概要 
   当社取締役会は、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上し

ていくことを実現するために、平成23年４月に中期経営計画として、建築設備の企画から新築、
アフターサービスを経てリニューアルまでのライフサイクルにわたり、ハードだけでなく各種サ
ービスを提供するワンストップサービスと、空調だけでなく衛生、電気等の周辺設備工事も併せ
て提供するワンストップサービス、この「二つのワンストップサービス」を通じて差異化を図り、
顧客設備の省エネルギー・ＣＯ２削減に貢献する環境ソリューション事業を展開することを基本方
針として定め、諸施策を実施してまいりました。また、平成26年２月には、平成35年の創立100周
年に向けた長期経営構想「GReeN PR!DE 100」を策定し､「ビルライフサイクルをフルカバーする
ワンストップサービスシステムの構築｣「既存グローバル市場の攻略深化と新市場への進出・展
開｣「熱・エネルギーに関わる新たな事業領域・ストックビジネスへの進出｣「高砂ドメインの技
術に派生する新規事業の開発、起業」を成長戦略としております。その第１ステップと位置付け
た平成26年４月からの新たな中期経営計画「iNnovate on 2016」を開始し、引き続き、｢顧客最優
先｣「現場第一主義」の考えに基づき、｢現場力の強化｣「人財育成至上主義｣「安定的な収益確保」
を重点取組課題として、グループの総力を挙げて採算性重視の受注活動を推進するとともに重点
分野への経営資源集中により、収益の拡大と持続的な成長を実現すべく事業構造改革を進めてお
ります。詳細につきましては、本事業報告「I. 企業集団の現況に関する事項 1. 事業の経過お
よびその成果｣（３頁から４頁）に記載のとおりであります。 

   コーポレート・ガバナンスにつきましては、取締役の人数適正化・任期短縮を行うとともに、
経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を明確にし、迅速かつ機動的な経営を行うため、執行
役員制度を導入しております。当社は、業務執行部門である取締役および執行役員が機動的な業
務執行を行うこと、また、監査役、会計監査人および内部監査室が相互に連携をとり、実効性の
ある監査を行うことにより経営の透明性を高めております。平成25年６月27日開催の第133回定時
株主総会において、取締役会の監督機能を強化すべく、社外取締役１名を選任し、また、平成26
年６月27日開催の第134回定時株主総会において、上記の社外取締役１名を再任するとともに、新
たに社外取締役１名を選任し、社外取締役を２名といたしました。また、同定時株主総会におい
て、監査機能を強化すべく、社外監査役１名を増員し、社外監査役を３名選任いたしました。 

   当連結会計年度におきましては、会社法および関連法務省令の改正ならびにコーポレートガバ
ナンス・コードの策定等を踏まえ、経営体制の整備に取り組んでおります。平成27年２月10日開
催の取締役会において、同年４月１日以降、更なる迅速かつ機動的な経営を行うとともに経営監
督機能を強化するため、取締役会の運営体制を見直し、一定程度の事項については経営会議に委
任することを決議いたしました。併せて、平成27年３月20日開催の取締役会において、同年４月
１日以降、企業集団を横断した内部統制システムの充実強化を目的に、内部統制委員会を設置す
ることを決議いたしました。また、当社は、子会社を含む役員の指名および報酬に関する任意の
諮問機関として、取締役社長および取締役副社長をもって構成する指名報酬委員会を設置してお
りますところ、客観性・透明性を高めるために社外取締役を加え、当該委員会における審議を経
て、取締役会の決議により取締役候補および監査役候補の指名ならびに報酬等を決定することと
いたしました。加えて、取締役の報酬について、株主との認識を合わせるべく、制度の見直しを
いたしました。詳細につきましては、本事業報告「Ⅳ. 会社役員に関する事項 3. 各会社役員の
報酬等の額またはその算定方法に係る決定に関する事項｣（23頁から24頁）に記載のとおりであり
ます。 
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 3. 具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 

   上記2.に記載した企業価値向上のための取組みやコーポレート・ガバナンスの強化といった各

施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策と

して策定されたものであり、まさに当社の基本方針の実現に資するものです。従って、これらの

施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位

の維持を目的とするものではありません。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
（平成27年３月31日現在） 

   
資   産   の   部 負   債   の   部 

 百万円  百万円

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受取手形・完成工事未収入金等 

有 価 証 券 

未 成 工 事 支 出 金 等 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 ・ 構 築 物 

機 械 ・ 運 搬 具 

工 具 器 具 ・ 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

退 職 給 付 に 係 る 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

保 険 積 立 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

158,724

37,354

108,891

100

2,978

1,469

8,042

△112

68,153

6,523

3,921

174

1,121

1,302

3

731

60,899

46,261

637

5,103

603

2,608

5,302

1,119

△737

流 動 負 債 

支払手形・工事未払金等 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 成 工 事 受 入 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

完 成 工 事 補 償 引 当 金 

工 事 損 失 引 当 金 

独占禁止法関連損失引当金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

長 期 未 払 金 

退 職 給 付 に 係 る 負 債 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

繰 延 税 金 負 債 

そ の 他 

負 債 合 計 

108,513

56,188

7,664

24,201

940

4,628

122

582

1,898

393

11,892

10,002

36

79

1,211

121

8,017

537

118,516

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

退職給付に係る調整累計額 

新 株 予 約 権 

少 数 株 主 持 分 

純 資 産 合 計 

88,847

13,134

12,854

69,793

△6,935

16,878

14,841

579

1,457

145

2,491

108,362

資 産 合 計 226,878 負 債 純 資 産 合 計 226,878

 
 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) 

 
 
 

 百万円 

売 上 高 243,582  

売 上 原 価 215,781  

売 上 総 利 益 27,800  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 20,073  

営 業 利 益 7,727  

営 業 外 収 益 百万円  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 621  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 129  

不 動 産 賃 貸 料 255  

そ の 他 462 1,468  

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 65  

支 払 手 数 料 21  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 376  

減 価 償 却 費 75  

不 動 産 賃 貸 費 用 36  

そ の 他 38 613  

経 常 利 益 8,582  

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 299  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 281  

そ の 他 6 586  

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 14  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 267  

独占禁止法関連損失引当金繰入額 133  

そ の 他 21 436  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 8,732  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,583  

法 人 税 等 調 整 額 791 3,375  

少数株主損益調整前当期純利益 5,356  

少 数 株 主 利 益 160  

当 期 純 利 益 5,196  
 

 
 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) 

  

 

株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当連結会計年度期首残高 13,134 12,854 66,303 △6,799 85,494
会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

244  244

会計方針の変更を反映した 
当連結会計年度期首残高 

13,134 12,854 66,547 △6,799 85,738

連結会計年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 △1,877  △1,877

当 期 純 利 益 5,196  5,196

自 己 株 式 の 取 得 △2,002 △2,002

自 己 株 式 の 処 分 △5 19 13

自 己 株 式 の 消 却 △877 877 ―

株 式 交 換 に よ る 増 加 809 969 1,778
利 益 剰 余 金 か ら 
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 

73 △73  ―

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

 

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 3,245 △136 3,108

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 13,134 12,854 69,793 △6,935 88,847
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その他の包括利益累計額 

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の 
包 括 利 益 
累計額合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

当連結会計年度期首残高 7,526 129 265 7,921 
会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

 

会計方針の変更を反映した 
当連結会計年度期首残高 

7,526 129 265 7,921 

連結会計年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当  

当 期 純 利 益  

自 己 株 式 の 取 得  

自 己 株 式 の 処 分  

自 己 株 式 の 消 却  

株 式 交 換 に よ る 増 加  
利 益 剰 余 金 か ら 
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 

 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

7,314 450 1,192 8,957 

連結会計年度中の変動額合計 7,314 450 1,192 8,957 

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 14,841 579 1,457 16,878 
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新 株
予 約 権

少 数 株 主
持 分

純 資 産
合 計

 百万円 百万円 百万円

当連結会計年度期首残高 107 3,893 97,416
会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

△4 239

会計方針の変更を反映した 
当連結会計年度期首残高 

107 3,888 97,656

連結会計年度中の変動額 

剰 余 金 の 配 当 △1,877

当 期 純 利 益 5,196

自 己 株 式 の 取 得 △2,002

自 己 株 式 の 処 分 13

自 己 株 式 の 消 却 ―

株 式 交 換 に よ る 増 加 1,778
利 益 剰 余 金 か ら 
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 

―

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

37 △1,397 7,597

連結会計年度中の変動額合計 37 △1,397 10,706

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 145 2,491 108,362
 
 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 注 記 表 

 

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
 1. 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社数 13社 
連結子会社名 高砂丸誠エンジニアリングサービス㈱、㈱丸誠環境システム

ズ、㈱エム・エス・エス、高砂建築工程 (北京) 有限公司、
タカサゴシンガポールPte. Ltd.、高砂熱学工業 (香港) 有限
公司、タカサゴベトナムCo., Ltd.、タイタカサゴCo.,
Ltd.、T.T.E.エンジニアリング (マレーシア) Sdn. Bhd.、日
本ピーマック㈱、日本フローダ㈱、日本開発興産㈱、TTEマレ
ーシアホールディングスSdn. Bhd. 

当社の連結子会社である㈱丸誠は当連結会計年度に当社の連結子会社である高砂エンジニアリ
ングサービス㈱を吸収合併し、商号を高砂丸誠エンジニアリングサービス㈱に変更しており、
これに伴い高砂エンジニアリングサービス㈱を連結の範囲から除外しております。 

 
(2)非連結子会社名 タカサゴエンジニアリングインディアPvt. Ltd.、PT.タカサ

ゴインドネシア、タカサゴフィリピンInc.、タカサゴエンジ
ニアリングメキシコ,S.A.DE C.V. 

(連結の範囲から除いた理由) 
タカサゴエンジニアリングインディアPvt. Ltd.ほか３社は、いずれも小規模会社であり、合計
の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 2. 持分法の適用に関する事項 
(1)持分法適用の関連会社の数 １社 
  持分法適用の関連会社の名称 日本設備工業㈱ 
(2)持分法非適用の非連結子会社（タカサゴエンジニアリングインディアPvt. Ltd.ほか３社）およ

び関連会社（苫小牧熱供給㈱）は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金 
(持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法
の適用から除外しております。 

 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち、在外連結子会社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあ
たっては、各決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３
月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
なお、上記以外の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 
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 4. 会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有 価 証 券  
 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっております。 

その他有価証券 
 時価のあるもの 

 
連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
によっております。 

 時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。 
② た な 卸 資 産  

未成工事支出金 個別法による原価法によっております。 
商品及び製品、 
材料貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
① 
 

有 形 固 定 資 産 
(リース資産を除く) 

当社および国内連結子会社は主として定率法を採用しており、耐用年数お
よび残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります｡なお､在外連結子会社については定額法を採用しております。 

② 無 形 固 定 資 産 
(リース資産を除く) 

定額法によっております。なお、耐用年数については、主として法人税法
に規定する方法と同一の基準によっております。また、自社利用のソフト
ウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。 

③ リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。 
なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理を引き続き採用しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 
① 貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。 

② 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づいて計
上しております。 

③ 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事
高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。 

④ 工事損失引当金 当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が合理的に見込まれるものに
ついて将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。 
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⑤ 独占禁止法関連 

損 失 引 当 金 
当社は、平成26年３月４日、北陸新幹線の設備工事の入札に関し、独占禁
止法違反容疑により、公正取引委員会から刑事告発され、東京地方検察庁
から起訴されておりましたが、平成26年11月12日に東京地方裁判所におい
て、罰金の判決を受けました。かかる独占禁止法違反に関連して発生しう
る課徴金納付に備えるため、その損失見込額を計上しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 連結子会社の取締役および監査役の退職慰労金の支給に備えるため、内規
に基づく期末要支給額を計上しております。 

(4)重要な収益および費用の計上基準 
完成工事高および完成工事原価の計上基準 
完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる
工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ
いては工事完成基準を適用しております。 
なお、工事進行基準による完成工事高は、177,579百万円であります。 

(5)重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。なお、在外連結子会社の資産・負債および収益・費用は、決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「その他の包括利益累計額」の 
｢為替換算調整勘定」および「少数株主持分」に含めて計上しております。 

(6)退職給付に係る会計処理の方法 
①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。 

③小規模企業における簡便法の採用 
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(7)のれんの償却方法および償却期間 
のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で償却し、その金額が僅少な
ものについては発生年度に全額償却しております。 

(8)その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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 5. 会計方針の変更に関する注記 
｢退職給付に関する会計基準｣（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基
準」という｡）および「退職給付に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第25号 
平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という｡）を退職給付会計基準第35項本文および
退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付
債務および勤務費用の計算方法を見直し、当社は退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基
準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を退職給付の支払見込期間および支払見込期
間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ
て、当連結会計年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影
響額を利益剰余金に加減しております。 
この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が425百万円増加し、退職給付に係る負
債が18百万円増加し、利益剰余金が244百万円増加しております。また、当連結会計年度の損益
に与える影響は軽微であります。 
なお、１株当たり情報に与える影響は「Ⅵ．１株当たり情報に関する注記｣（46頁）に記載して
おります。 
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記 
 1. 未成工事支出金等に属する資産の科目およびその金額は次のとおりであります。 
 未成工事支出金 2,114百万円 
 商品及び製品 403百万円 
 仕掛品 30百万円 
 材料貯蔵品 430百万円 
2.  有形固定資産の減価償却累計額 8,475百万円 

 3. 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金等と工事損失引当金は、相殺せずに両
建てで表示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工
事損失引当金に対応する額は97百万円となっております。 

 4. 担保提供資産および担保付債務 
下記の資産は仕入債務の担保として質権設定に供しております。 

 現金預金（定期預金） 29百万円 
  
Ⅲ．連結損益計算書に関する注記 
 売上原価に含まれている 
 工事損失引当金繰入額 

1,140百万円 

 

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 1. 発行済株式の種類および総数に関する事項 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株) 83,765,768 ― 1,000,000 82,765,768
 
    株式数の減少は自己株式の消却によるものであります。 
 2. 自己株式の種類および株式数に関する事項 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株) 8,936,494 1,331,140 2,293,878 7,973,756
 
    増加数の内訳は、次のとおりであります。 
     取締役会決議に基づく東京証券取引所における 

1,329,300株 
     市場買付け（信託方式）による増加 
     単元未満株式の買取りによる増加 1,840株 
    減少数の内訳は、次のとおりであります。  
     自己株式の消却による減少 1,000,000株 
     株式交換による減少 1,268,478株 
     新株予約権の行使による減少 25,400株 
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 3. 配当に関する事項 
  (1)配当金支払額 
 

決   議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基 準 日 効力発生日 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 938百万円 12円50銭 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年11月11日 
取締役会 

普通株式 939百万円 12円50銭 平成26年９月30日 平成26年12月９日

 
  (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成27年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお
り付議する予定であります。 
①配当金の総額 938百万円
②１株当たり配当金 12円50銭
③基準日 平成27年３月31日
④効力発生日 平成27年６月29日
 なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 4. 新株予約権等に関する事項 
 

区  分 内  訳 
目的となる株式の数（株) 

当 連 結 会 計 年 度 末 

提出会社（親会社） 

第１回（平成23年７月22日決議） 51,100 

第２回（平成24年７月20日決議） 70,900 

第３回（平成25年７月18日決議） 55,400 

第４回（平成26年７月18日決議） 43,800  

合  計 221,200 
 

目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記
載しております。 
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Ⅴ．金融商品に関する注記 
 1. 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、銀行等金融機関
からの借入により資金調達しております。 
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクにさらされておりますが、
当社は債権管理規程に従い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとの期
日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っ
ております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務上の関係を有する企業の株式であり、
市場価格の変動リスクにさらされておりますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告さ
れています。また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 
営業債務である支払手形・工事未払金等は、１年以内の支払期日であります。短期借入金およ
び長期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、変動金利の借入金であるため金利の変動
リスクにさらされておりますが、基本的にリスクの低い短期のものに限定しております。営業
債務や借入金は、流動性リスクにさらされておりますが、当社グループでは、各社が月次に資
金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。 

 2. 金融商品の時価等に関する事項 
連結決算日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおり
であります。 
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。
((注)2.参照) 

 

項   目 
連結貸借対照表 

計上額 
(百万円) 

時   価 
(百万円) 

差   額 
(百万円) 

(1) 現金預金 37,354 37,354 ―

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 108,891 108,890 △0

(3) 有価証券および投資有価証券  

①満期保有目的の債券 99 100 1

②その他有価証券 41,338 41,338 ―

  資産計 187,683 187,684 0

(1) 支払手形・工事未払金等 56,188 56,188 ―

(2) 短期借入金 7,632 7,632 ―

(3) 未払金 24,201 24,201 ―

(4) 長期借入金 68 68 0

  負債計 88,090 88,090 0
 
(注) 1.金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

資産 
(1)現金預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。 
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(2)受取手形・完成工事未収入金等 
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間および信
用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。 

(3)有価証券および投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取
引金融機関から提示された価格によっております。 

負債 
(1)支払手形・工事未払金等、(2)短期借入金および(3)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。 

(4)長期借入金 
長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、連結貸借対照表計上額、
時価およびこれらの差額は１年以内返済予定の長期借入金を含めております。 

2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 
非上場株式、非連結子会社および関連会社株式（連結貸借対照表計上額4,924百万円）は、市
場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため､「(3)有価証券および投資有
価証券」には含めておりません。 

 
Ⅵ．１株当たり情報に関する注記 
1. １株当たり純資産額 1,413円59銭
2. １株当たり当期純利益 69円28銭

｢会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計
基準第37項に定める経過的な扱いに従っております。 
この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額は３円55銭増加しております。また、１株当
たり当期純利益に与える影響は軽微であります。 

 
Ⅶ．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 
(平成27年３月31日現在) 

 
 
 

資   産   の   部 負   債   の   部 
 百万円  百万円

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

完 成 工 事 未 収 入 金 

未 成 工 事 支 出 金 等 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

立 替 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 ・ 構 築 物 

機 械 ・ 運 搬 具 

工 具 器 具 ・ 備 品 

土 地 

無 形 固 定 資 産 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

破 産 更 生 債 権 等 

長 期 前 払 費 用 

前 払 年 金 費 用 

差 入 保 証 金 

保 険 積 立 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

129,004

24,721

6,830

87,865

2,055

1,051

4,714

1,512

352

△98

68,629

5,372

3,388

45

941

996

446

62,810

41,892

9,524

768

368

68

3,064

2,323

5,144

385

△730

流 動 負 債 
支 払 手 形 
工 事 未 払 金 
短 期 借 入 金 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 成 工 事 受 入 金 
預 り 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
完 成 工 事 補 償 引 当 金 
工 事 損 失 引 当 金 
独占禁止法関連損失引当金 
そ の 他 

固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
長 期 未 払 金 
繰 延 税 金 負 債 
そ の 他 
負 債 合 計 

95,647
8,642
42,217
4,202
24,067
3,044

701
3,903
6,089

58
441

1,849
393
36

7,693
36
79

7,283
295

103,341

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
配 当 平 均 積 立 金 
退 職 給 与 積 立 金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 
その他有価証券評価差額金 
新 株 予 約 権 
純 資 産 合 計 

79,457
13,134
12,853
12,853
60,227
3,283
56,943

656
940

42,878
12,469
△6,759
14,689
14,689

145
94,292

資 産 合 計 197,634 負 債 純 資 産 合 計 197,634

 
 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) 

 
 
 

  百万円 

完 成 工 事 高 180,473  

完 成 工 事 原 価 160,789  

完 成 工 事 総 利 益 19,684  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,703  

営 業 利 益 6,981  

営 業 外 収 益 百万円  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 897  

受 取 保 険 金 保 険 配 当 金 155  

不 動 産 賃 貸 料 255  

そ の 他 180 1,490  

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 28  

支 払 手 数 料 21  

減 価 償 却 費 75  

不 動 産 賃 貸 費 用 36  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 367  

そ の 他 32 562  

経 常 利 益 7,909  

特 別 利 益  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 281 281  

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 4  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 267  

独占禁止法関連損失引当金繰入額 133  

そ の 他 21 426  

税 引 前 当 期 純 利 益 7,764  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,036  

法 人 税 等 調 整 額 835 2,871  

当 期 純 利 益 4,892  

   
 

 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) 

  

 

株   主   資   本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

百万円 百万円 百万円 百万円

当 事 業 年 度 期 首 残 高 13,134 12,853 ― 12,853

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

 

会計方針の変更を反映した 
当 事 業 年 度 期 首 残 高 

13,134 12,853 ― 12,853

事 業 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当  

当 期 純 利 益  

自 己 株 式 の 取 得  

自 己 株 式 の 処 分 △5 △5

自 己 株 式 の 消 却 △877 △877

株 式 交 換 に よ る 増 加 809 809

利 益 剰 余 金 か ら 
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 

73 73

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ―

当 事 業 年 度 期 末 残 高 13,134 12,853 ― 12,853
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株   主   資   本 

利  益  剰  余  金 

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金 

利益剰余金
合   計配当平均

積 立 金
退職給与
積 立 金 別途積立金 繰越利益 

剰 余 金 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 事 業 年 度 期 首 残 高 3,283 656 940 42,878 9,253 57,012

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

 274 274

会計方針の変更を反映した 
当 事 業 年 度 期 首 残 高 

3,283 656 940 42,878 9,528 57,286

事 業 年 度 中 の 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当  △1,877 △1,877

当 期 純 利 益  4,892 4,892

自 己 株 式 の 取 得   

自 己 株 式 の 処 分   

自 己 株 式 の 消 却   

株 式 交 換 に よ る 増 加   

利 益 剰 余 金 か ら 
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 

 △73 △73

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

  

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 2,940 2,940

当 事 業 年 度 期 末 残 高 3,283 656 940 42,878 12,469 60,227
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株 主 資 本 
評価 ･換算
差 額 等

新株予約権 純資産合計
自己株式 

株主資本 
合  計 

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 事 業 年 度 期 首 残 高 △6,622 76,378 7,444 107 83,931

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

274  274

会計方針の変更を反映した 
当 事 業 年 度 期 首 残 高 

△6,622 76,652 7,444 107 84,205

事 業 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △1,877  △1,877

当 期 純 利 益 4,892  4,892

自 己 株 式 の 取 得 △2,002 △2,002  △2,002

自 己 株 式 の 処 分 19 13  13

自 己 株 式 の 消 却 877 ―  ―

株 式 交 換 に よ る 増 加 969 1,778  1,778

利 益 剰 余 金 か ら 
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 

―  ―

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事業年度中の変動額(純額) 

7,245 37 7,282

事業年度中の変動額合計 △136 2,804 7,245 37 10,087

当 事 業 年 度 期 末 残 高 △6,759 79,457 14,689 145 94,292
 

 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 

 

 1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
(1)資産の評価基準および評価方法  

 
  ① 有 価 証 券  

 
子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法によっております｡ 
その他有価証券  
時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に
よっております。 

時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。 
 

  ② た な 卸 資 産  
 

未成工事支出金 個別法による原価法によっております。 
材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。 
 

(2)固定資産の減価償却の方法  
 

  ① 有 形 固 定 資 産 
(リース資産を除く) 

定率法によっております。なお、耐用年数および残存価額については、
法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  ② 無 形 固 定 資 産 
(リース資産を除く) 

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によっております。また、自社利用のソフトウェ
アについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。 

  ③ リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。 
なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理を引き続き採用しております。 

 
(3)引当金の計上基準  

 
  ① 貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ② 役員賞与引当金 取締役に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づい
て計上しております。 

  ③ 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高
に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。 

  ④ 工事損失引当金 当事業年度末手持工事のうち損失の発生が合理的に見込まれるものにつ
いて将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。 
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  ⑤ 独占禁止法関連 
損 失 引 当 金 

当社は、平成26年３月４日、北陸新幹線の設備工事の入札に関し、独占
禁止法違反容疑により、公正取引委員会から刑事告発され、東京地方検
察庁から起訴されておりましたが、平成26年11月12日に東京地方裁判所
において、罰金の判決を受けました。かかる独占禁止法違反に関連して
発生しうる課徴金納付に備えるため、その損失見込額を計上しておりま
す。 

  ⑥ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務お
よび年金資産の見込額に基づき計上しております。 
a 退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

b 数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 
(4)収益および費用の計上基準 

完成工事高および完成工事原価の計上基準 
完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事について
は工事完成基準を適用しております。 
なお、工事進行基準による完成工事高は、137,089百万円であります。 

(5)退職給付に係る会計処理 
計算書類において、未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれら
の会計処理の方法と異なっております。 

(6)消費税等の会計処理 
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(7)会計方針の変更 
｢退職給付に関する会計基準｣（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基
準」という｡）および「退職給付に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第25号 
平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という｡）を退職給付会計基準第35項本文および
退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務
および勤務費用の計算方法を見直し、当社は退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準か
ら給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を退職給付の支払見込期間および支払見込期間ご
との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ
て、当事業年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額
を利益剰余金に加減しております。 
この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が425百万円増加し、利益剰余金が274百万円増加
しております。また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 
なお、１株当たり情報に与える影響は「8. １株当たり情報に関する注記｣（56頁）に記載して
おります。 
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 2. 貸借対照表に関する注記 
(1)未成工事支出金等に属する資産の科目およびその金額は次のとおりであります。 

未成工事支出金 2,055百万円 
(2)有形固定資産の減価償却累計額 5,171百万円 
(3)損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金等と工事損失引当金は、相殺せずに両

建てで表示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工
事損失引当金に対応する額は97百万円となっております。 

(4)銀行借入金等に対する保証債務 5,363百万円 
(5)関係会社に対する短期金銭債権 1,294百万円 

関係会社に対する長期金銭債権 785百万円 
関係会社に対する短期金銭債務 5,831百万円 
関係会社に対する長期金銭債務 3百万円 

 

 3. 損益計算書に関する注記 
(1)関係会社との取引高 

売上高 1,504百万円 
仕入高 22,089百万円 
その他の営業取引高 29百万円 
営業取引以外の取引高 792百万円 

 
(2)研究開発費の総額 657百万円 
(3)完成工事原価に含まれている工

事損失引当金繰入額 
1,091百万円 

 

 4. 株主資本等変動計算書に関する注記 
自己株式の種類および株式数に関する事項 

 
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株) 8,667,937 1,331,140 2,293,878 7,705,199
 
    増加数の内訳は、次のとおりであります。 
     取締役会決議に基づく東京証券取引所における 

1,329,300株 
     市場買付け（信託方式）による増加 
     単元未満株式の買取りによる増加 1,840株 
    減少数の内訳は、次のとおりであります。  
     自己株式の消却による減少 1,000,000株 
     株式交換による減少 1,268,478株 
     新株予約権の行使による減少 25,400株 
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 5. 税効果会計に関する注記 
(1)繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  
 貸倒引当金 238百万円
 投資有価証券評価損 418百万円
 ゴルフ会員権評価損 201百万円
 ソフトウェア開発費 122百万円
 未払事業税 89百万円
 完成工事補償引当金 145百万円
 工事損失引当金 605百万円
 退職給付引当金 819百万円
 その他 871百万円
繰延税金資産小計 3,512百万円
 評価性引当額 △1,119百万円
繰延税金資産合計 2,392百万円
繰延税金負債  
 前払年金費用 △1,129百万円
 その他有価証券評価差額金 △6,745百万円
 退職給付信託設定益 △750百万円
繰延税金負債合計 △8,625百万円
繰延税金資産の純額 △6,232百万円

 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内
訳  
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の100分の５以下
であるため、注記を省略しております。 

 

(3)法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正 
｢所得税法等の一部を改正する法律」および「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３
月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算（ただ
し、平成27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は前事業年度の
35.5％から、回収または支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日まで
のものは33.0％、平成28年４月１日以降のものについては32.2％にそれぞれ変更されておりま
す。 
その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が660百万円増加し、当
事業年度に計上された法人税等調整額が30百万円、その他有価証券評価差額金が691百万円それ
ぞれ増加しております。 
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 6. リースにより使用する固定資産に関する注記 
貸借対照表に計上した固定資産のほか、ＣＡＤ装置・事務用機器等を所有権移転外ファイナン
ス・リース契約により使用しております。 

 

 7. 関連当事者との取引に関する注記 
 

種類 
会社等の
名  称 

所在地 
資本金 
(百万円) 

事業の
内 容

議決権等の
所 有 割 合

関連当事者との関係
取引の
内 容

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 
高砂熱学 
工業(香港) 
有限公司 

香港 
5,000千 
香港ドル 

空調設備
等の施工

(所有)
直接 
100％ 

兼任２名 債務保証
債務保証 
(注)1 

4,067 ― ― 

関連会社 
日本設備 
工 業 ㈱ 

東 京 都 
千代田区 

460 
空調設備
等の施工

(所有)
直接 

34.55％
兼任１名 仕入先

空調設備
工事等の
発  注 
(注)3 

15,682 
(注)2 

工事未払金
4,031 
(注)2 

 
 (注)1.高砂熱学工業（香港）有限公司の金融機関からの借入金および工事履行につき、債務保証を行って

おります。 
2.記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。 
3.取引条件および取引条件の決定方針等 

価格その他の取引条件は、個々の工事について見積りの提出を受け、その都度、交渉により取引金
額を決定しております。 

 

 8. １株当たり情報に関する注記 
(1)１株当たり純資産額 1,254円28銭
(2)１株当たり当期純利益 64円99銭

｢会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定め
る経過的な扱いに従っております。 
この結果、当事業年度の１株当たり純資産額は３円97銭増加しております。また、１株当たり当期純
利益に与える影響は軽微であります。 

 

 9. 重要な後発事象に関する注記 
該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査報告 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成27年５月11日
 

高砂熱学工業株式会社 
 
 取締役会 御中 

 
有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  星長 徹也㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  岩瀬 弘典㊞

 
  当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、高砂熱学工業株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日

までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表について監査を行った。 
 
 連結計算書類に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
 監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

  監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 

  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
 監査意見 

  当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、高砂

熱学工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 
 
 利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
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計算書類に係る会計監査報告 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成27年５月11日
 

高砂熱学工業株式会社 
 
 取締役会 御中 

 
有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  星長 徹也㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  岩瀬 弘典㊞

 

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、高砂熱学工業株式会社の平成26年４月１日から平成27年３

月31日までの第135期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並

びにその附属明細書について監査を行った。 
 
 計算書類等に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
 監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

  監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。

監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監

査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の

作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ

る。 

  当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
 監査意見 

  当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 
 
 利害関係 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
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監査役会の監査報告 
 

 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第135期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及
び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使
用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び
使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の
整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしま
した。事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針及び取組みについて
は、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 
2. 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 
  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 
  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、内部統制システムの整備及び運用について
は、継続的に見直しと改善が進められていると認めます。 
 なお、事業報告に記載のとおり、北陸新幹線の設備工事の入札に係る独占禁止法違反に関し、平成26年11月12日、当社に対
する罰金及び当社元従業員に対する懲役刑が確定いたしました。このことに伴い、当社は、平成27年１月14日に国土交通省よ
り、１月29日から60日間、建設業法に基づく営業停止処分を受けました。 
 当社は平成26年９月19日付プレスリリース「独占禁止法違反に関する再発防止策について」記載のとおり、当社から独立し
た有識者・専門家から構成される「社外調査委員会」から受領した提言書の内容を反映した再発防止策を実施していくこと、
また、経営の強い決意として談合決別宣言を行うことを、取締役会において決議し公表しております。 
 監査役会は、コンプライアンス強化策への取組み状況につき適切な対応が講じられていることを確認しております。また、
今後とも監査役会は、コンプライアンス強化策への取組み及び定着の状況、並びに取締役の対応状況を監視してまいります。 

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき
事項は認められません。事業報告に記載されている基本方針の実現に資する特別な取組みについては、当該基本方針に沿った
ものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと
認めます。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
   会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 (3) 連結計算書類の監査結果 
   会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
 
   平成27年５月11日 
 

高砂熱学工業株式会社 監査役会 

常勤監査役  西 部 邦 夫㊞
常勤監査役  大和田克美㊞
社外監査役  伊 藤 鉄 男㊞
社外監査役  瀬 山 雅 博㊞
社外監査役  藤原万喜夫㊞

 
  

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 
 
  第１号議案 剰余金の処分の件 

 当社は、株主への利益還元を経営上の最重要課題の一つと位置づけ、企業体質の強化を図り

つつ安定した配当を行うことを基本方針としております。 

 本基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、次のとおりとさせていただきたいと

存じます。これにより、１株につき、中間配当12円50銭と合わせまして、年間配当は25円とな

ります。 

 

期末配当に関する事項 

1. 配当財産の種類 

  金銭 

2. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

  当社普通株式１株につき金12円50銭 総額938,257,113円 

3. 剰余金の配当が効力を生じる日 

  平成27年６月29日 

 
 

  



〆≠●0 
03_0385001102706.docx 
高砂熱学工業㈱様 招集 2015/05/15 1:03:00印刷 2/10 
 

 

― 61 ― 

  第２号議案 定款一部変更の件 

1. 提案の理由 

 ｢会社法の一部を改正する法律｣（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施行され、

責任限定契約を締結できる会社役員の範囲が変更されました。これに伴い、業務執行を行

わない取締役および社外監査役でない監査役についても、必要に応じて、その期待される

役割を十分に発揮できるようにするため、現行定款第25条（社外取締役の責任免除）およ

び第30条（社外監査役の責任免除）の規定の一部を変更するものであります。なお、第25

条（社外取締役の責任免除）の変更に関しましては、各監査役の同意を得ております。 

2. 変更の内容 

 変更の内容は次のとおりであります。 

(変更部分は下線で示しております｡) 
 

現 行 定 款 変 更 案 

第１条  第１条  

～  （省略） ～  （現行通り） 

第24条  第24条  

 （社外取締役の責任免除）  （取締役の責任免除） 
第25条 当会社は、会社法第427条第１項の規定によ

り、社外取締役との間で、同法第423条第１
項の損害賠償責任に関し、同法第425条第１
項各号に定める金額の合計額を限度とする
旨の契約を締結することができる。 

第25条 当会社は、会社法第427条第１項の規定によ
り、取締役（業務執行取締役等である者を
除く｡）との間で、同法第423条第１項の損
害賠償責任に関し、同法第425条第１項各号
に定める金額の合計額を限度とする旨の契
約を締結することができる。 

第26条  第26条  

～  （省略） ～  （現行通り） 

第29条  第29条  

（社外監査役の責任免除）  （監査役の責任免除） 
第30条 当会社は、会社法第427条第１項の規定によ

り、社外監査役との間で、同法第423条第１
項の損害賠償責任に関し、同法第425条第１
項各号に定める金額の合計額を限度とする
旨の契約を締結することができる。 

第30条 当会社は、会社法第427条第１項の規定によ
り、監査役との間で、同法第423条第１項の
損害賠償責任に関し、同法第425条第１項各
号に定める金額の合計額を限度とする旨の
契約を締結することができる。 

第31条  第31条  

～  （省略） ～  （現行通り） 

第37条  第37条  
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  第３号議案 取締役12名選任の件 

 取締役全員（10名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。また、経営体制の強

化を図るため、取締役２名を増員することといたしたいと存じます。 

 つきましては、取締役12名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 その候補者は次のとおりであります。 
   

候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の
株 式 数

１ 

おおうち    あつし 

大内  厚 
(昭和24年７月29日生) 

昭和50年４月 当社入社 
平成８年４月 当社東京本店技術４部長 
平成10年４月 当社東京本店技術１部長 
平成16年４月 当社東京本店副本店長 
平成17年４月 当社大阪支店副支店長 
平成18年４月 当社執行役員 
平成20年４月 当社常務執行役員 
       当社大阪支店長 
平成20年６月 当社取締役常務執行役員 
平成22年４月 当社代表取締役社長社長執行役員 
       現在に至る 
平成27年１月 当社エンジニアリング事業本部担当 

86,655株

２ 

しま    やすみつ 

島  泰光 
(昭和23年７月８日生) 

昭和47年４月 当社入社 
平成13年４月 当社横浜支店管理部長 
平成16年４月 当社名古屋支店管理部長 
平成20年10月 当社執行役員 
       当社経理本部長 
平成23年４月 当社常務執行役員 
       当社総務本部担当兼情報システム本部担当 
平成23年６月 当社取締役常務執行役員 
平成25年４月 当社取締役専務執行役員 
       当社管理本部長 
平成26年４月 当社取締役副社長副社長執行役員 
       当社経営管理本部長兼国内関係会社担当 
       現在に至る 
平成27年２月 当社代表取締役副社長副社長執行役員 
       現在に至る 

50,777株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の
株 式 数

３ 

 

たにぐち  え み お 

谷口 笑雄 
(昭和24年１月26日生) 

昭和46年４月 当社入社 
平成13年４月 当社広島支店技術部長兼品質・環境部長 
平成17年４月 当社広島支店長 
平成18年４月 当社執行役員 
平成20年４月 当社常務執行役員 
平成20年６月 当社取締役常務執行役員 
平成22年４月 当社東京本店長 
平成22年10月  当社首都圏事業本部副事業本部長兼首都圏事業本部東

京本店長 
平成23年４月 当社東日本事業本部副事業本部長 
       当社東日本事業本部東京本店長 
平成25年４月 当社取締役専務執行役員 
       現在に至る 
       当社東日本事業本部長 
平成27年４月 当社技術本部長兼品質・環境・安全担当 
       現在に至る 

41,959株

４ 

 

わたなべ  じゅんぞう 

渡部 純三 

(昭和25年５月17日生) 

昭和48年４月 当社入社 
平成11年４月 当社東京本店設計２部長 
平成13年４月 当社東京本店産業空調統括部長 
平成18年４月 当社執行役員 
       当社産業空調事業本部長 
平成20年４月 当社常務執行役員 
平成22年６月 当社取締役常務執行役員 
平成23年４月 当社エンジニアリング事業本部長 
平成24年４月 当社海外現法関係担当 
       現在に至る 
平成26年４月 当社取締役専務執行役員 
       現在に至る 
平成27年１月 当社国際事業本部長 
       現在に至る 

30,323株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の
株 式 数

５ 

 

かみすぎ  けいすけ 

神杉 惠助 
(昭和27年３月６日生) 

昭和51年10月 当社入社 
平成16年４月 当社東京本店設計部長 
平成18年４月 当社産業空調事業本部営業部長 
平成19年４月 当社産業空調事業本部副事業本部長 
平成20年４月 当社執行役員 
平成22年４月 当社関信越支店長 
平成22年10月 当社首都圏事業本部関信越支店長 
平成23年４月 当社東日本事業本部関信越支店長 
平成24年４月 当社常務執行役員 
平成24年６月 当社取締役常務執行役員 
       現在に至る 
平成25年４月 当社技術本部長兼品質・環境・安全担当 
平成27年４月 当社エンジニアリング事業本部長兼新規事業開発担当
       現在に至る 

25,253株

６ 

 

まつうら  た く や 

松浦 卓也 
(昭和27年12月８日生) 

昭和51年４月 当社入社 
平成15年４月 当社営業本部営業企画部長 
平成16年４月 当社経営企画本部営業企画部長 
平成18年４月 当社営業本部営業企画部長 
平成22年４月 当社執行役員 
平成23年４月 当社営業本部副本部長 
平成24年４月 当社常務執行役員 
       当社営業本部長 
       現在に至る 
平成24年６月 当社取締役常務執行役員 
       現在に至る 

19,357株

７ 

 

たかはら  ちょういち 

高原 長一 

(昭和29年３月13日生) 

昭和47年４月 当社入社 
平成15年４月 当社東京本店技術４部長 
平成17年４月 当社関東支店副支店長 
平成22年４月 当社執行役員 
       当社関東支店長 
平成23年４月 当社東日本事業本部副事業本部長兼東日本事業本部購

買本部長 
平成24年４月 当社東日本事業本部東京本店副本店長 
平成25年６月 当社取締役執行役員 
平成26年４月 当社取締役常務執行役員 
       現在に至る 
平成27年４月 当社東日本事業本部長兼東日本事業本部東京本店長 
       現在に至る 

22,444株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の
株 式 数

※８ 

 

た ぶ ち    じゅん 

田渕  潤 
(昭和28年６月12日生) 

昭和52年４月 当社入社 
平成11年４月 当社海外事業部シンガポール支店長 
平成15年４月 当社海外事業部業務部長 
平成16年４月 当社海外事業部業務部長兼台湾支店長 
平成16年10月 当社関東支店長 
平成18年４月 当社執行役員 
平成22年４月 当社九州支店長 
平成25年４月 当社常務執行役員 
       現在に至る 

当社西日本事業本部副事業本部長兼西日本事業本部大
阪支店長 

平成25年10月 当社西日本事業本部大阪支店長 
       現在に至る 
平成27年４月 当社西日本事業本部長 
       現在に至る 

19,843株

※９ 

 

はら    よしゆき 

原  芳幸 
(昭和32年８月12日生) 

昭和56年４月 日本生命保険相互会社入社 
平成17年３月 同社東海財務部財務部長 
平成19年３月 同社東日本財務部財務部長 
平成21年３月 同社首都圏財務部財務部長 
平成24年４月 当社入社 
       当社営業本部営業企画部参与 
平成25年４月 当社理事経営企画本部副本部長 
平成26年４月 当社執行役員 
       現在に至る 

当社経営管理本部経営企画部長 
現在に至る 

平成27年４月 当社経営管理本部副本部長 
       現在に至る 

5,649株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の
株 式 数

※10 

 

やまわけ  ひ ろ し 

山分 弘史 
(昭和32年４月16日生) 

昭和57年４月  当社入社 
平成18年４月  当社産業空調事業本部技術部長兼品質・環境部長 
平成18年10月  当社産業空調事業本部技術部長兼品質・環境部長兼安

全部長 
平成19年４月  当社産業空調事業本部技術１部長兼安全部長 
平成22年４月  当社産業空調事業本部副事業本部長 
平成23年４月  当社理事エンジニアリング事業本部産業設備事業部長
平成24年４月  当社エンジニアリング事業本部技術統括部長兼技術統

括部購買部長 
平成25年４月  当社エンジニアリング事業本部環境ソリューション事

業部副事業部長兼技術部長 
平成27年４月  当社執行役員 
        現在に至る 

当社エンジニアリング事業本部エンジニアリング事業
部長 

        現在に至る 

10,524株

11 

 

まつなが  か ず お 

松永 和夫 
(昭和27年２月28日生) 

昭和49年４月 通商産業省（現 経済産業省）入省 
平成16年６月 原子力安全・保安院長 
平成17年９月 大臣官房総括審議官 
平成18年７月 大臣官房長 
平成20年７月 経済産業政策局長 
平成22年７月 経済産業事務次官 
平成23年８月 経済産業省顧問 
平成25年６月 当社社外取締役 
       現在に至る 
 
（重要な兼職の状況） 
住友商事株式会社社外取締役 
ソニー株式会社社外取締役 
橋本総業株式会社社外取締役 
損害保険ジャパン日本興亜株式会社顧問 
一般財団法人中東協力センター理事長 
一橋大学大学院国際企業戦略研究科特任教授 
名古屋大学客員教授 

0株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の
株 式 数

12 

 

    やぶなか   み  と  じ 

薮中 三十二 
(昭和23年１月23日生) 

昭和44年４月 外務省入省 
平成14年12月 アジア大洋州局長 
平成17年１月 外務審議官（経済） 
平成19年１月 外務審議官（政務） 
平成20年１月 事務次官 
平成22年８月 外務省顧問 
       現在に至る 
平成26年６月 当社社外取締役 
       現在に至る 
 
（重要な兼職の状況） 
川崎汽船株式会社社外取締役 
三菱電機株式会社社外取締役 
株式会社小松製作所社外取締役 
外務省顧問 
株式会社野村総合研究所顧問 
立命館大学特別招聘教授 
大阪大学特任教授 

0株

 
（注) 1.各候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。 

2.※印は新任の候補者であります。 
3.松永和夫氏および薮中三十二氏は、社外取締役候補者であります。 

松永和夫氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は行政分野や経済分野における豊富な経験と識見を有してお
り、それらを活かして独立した立場から経営の監督とチェック機能を果たしていただけるものと判断したためで
あります。また、同氏は過去に会社の経営に関与しておりませんが、上記理由から、当社の経営に有用な指摘、
意見をいただくなど、社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断いたしました。同氏の
社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。 
薮中三十二氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は外交分野や行政分野における豊富な経験と識見を有して
おり、それらを活かして独立した立場から経営の監督とチェック機能を果たしていただけるものと判断したため
であります。また、同氏は過去に会社の経営に関与しておりませんが、上記理由から、当社の経営に有用な指摘、
意見をいただくなど、社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断いたしました。同氏の
社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。 
取締役の松永和夫氏は、平成24年７月から当社社外取締役に選任される平成25年６月の当社定時株主総会まで
の期間、また、薮中三十二氏は、平成24年４月から当社社外取締役に選任される平成26年６月の当社定時株主
総会までの期間、それぞれ当社の社外取締役に就任することを前提として非常勤顧問を務めておりましたが、
当該業務の内容は独立した社外者としての立場から助言を行うものであること、および、同人に対する顧問報
酬は多額でなかった（1,000万円未満）こと等に照らして、社外取締役としての独立性を有していると判断して
おります。 

4.当社は松永和夫氏および薮中三十二氏との間で、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行う
ことにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額を
限度として損害賠償責任を負担する責任限定契約を締結しております。各氏が取締役に再任され就任し
た場合には、当社と各氏との間で、当該契約を継続する予定であります。 



〆≠●0 
03_0385001102706.docx 
高砂熱学工業㈱様 招集 2015/05/15 1:03:00印刷 9/10 
 

 

― 68 ― 

5.松永和夫氏および薮中三十二氏の選任議案が承認された場合、松永和夫氏および薮中三十二氏は引き続
き、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２に定める独立役員に指定され、同取引所に対する届出
がなされる予定であります。 

6.松永和夫氏および薮中三十二氏が当社社外取締役として在任中に発生した当社の不当な業務執行への対
応等につきましては、本事業報告「Ⅳ. 会社役員に関する事項 4. 社外役員に関する事項（4）当事業
年度における主な活動状況｣（26頁）に記載のとおりであります。 

7.薮中三十二氏が川崎汽船㈱の社外取締役であった在任期間中である平成26年３月、同社は、自動車等の
貨物の運送に関して独占禁止法に違反する行為があったとして公正取引委員会から排除措置命令および
課徴金納付命令を受けました。また、平成26年９月、同社は、当該違反行為に関して米国司法省との間
で罰金を支払うことを内容とする司法取引に合意いたしました。同氏は、事前には当該違反行為を認識
しておりませんでしたが、日頃から取締役会において法令遵守の重要性について意見を述べており、ま
た、当該違反行為判明後には、徹底した調査および再発防止の指示等を行っております。 

8.各候補者が所有する当社の株式数には、役員持株会名義の実質所有株式数が含まれております。 

  



〆≠●0 
03_0385001102706.docx 
高砂熱学工業㈱様 招集 2015/05/15 1:03:00印刷 10/10 
 

 

― 69 ― 

  第４号議案 監査役１名選任の件 

 監査役大和田克美氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。 

 つきましては、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

 その候補者は次のとおりであります。 
 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位および重要な兼職の状況 
所有する
当 社 の
株 式 数

 

やまもと  ゆきとし 

山本 幸利 
(昭和26年11月23日生) 

昭和49年４月 当社入社 
平成19年４月 当社東京本店技術１部長兼品質・環境部長兼安全部長
平成23年４月 当社総務本部人事部長 
平成24年４月 当社執行役員 
平成25年４月 当社常務執行役員 
       当社管理本部副本部長兼総務人事部長 
平成26年４月 当社経営管理本部副本部長兼総務人事部長 
平成27年４月 当社顧問 
       現在に至る 

20,446株

 
（注) 1.候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。 

2.新任の候補者であります。 
 

以 上 
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〈メ モ 欄〉 
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第135回定時株主総会会場ご案内図 
会場 東京都千代田区大手町一丁目３番２号 
   経団連会館５階会議室 
 

   (受付は５階でいたしております｡) 
 

 

 
○最寄駅は、東京メトロ「大手町」となっております。 
 
○経団連会館は、｢Ｃ２ｂ」出口に直結しております。 
 


